
はじめに

小幡道昭氏の新著『経済原論──基礎と演習』

（東京大学出版会，２００９年）は，標題にあるよ

うに経済原論のテキストであるが，前著（小幡

［１９８８］）とそれ以降の数々の単発論文のなかで

示された著者の理論的知見にいっそうの彫琢を

加えて体系化した，現時点での著者の原理論研

究の集大成といえるものである。前著からほぼ

２０年間にわたる著者の原理論研究の歩みは，本

書において克明に読み取ることができる。おそ

らくそれは，前著をくり返し読み込み，著者の

原理論研究を自分なりに理解したつもりになっ

ていた読者ですら，随所で戸惑いを覚えざるを

えないであろうほどの長足の歩みである。通常

のテキストが初学者を専門的な知の領域に誘う

ものであるのにたいし，本書はテキストの体裁

こそ借りてはいるが，むしろ専門的な研究者を

初学者と同じ地点に引き戻すために著されたか

のようである。

本稿では，通常の書評のスタイルに則り，ま

ず本書で展開されている議論の特徴と概要を大

まかに紹介した上で，筆者の論点・疑問点を提

出することにする１）。しかし本稿は，論点・疑

問点の占める比重が圧倒的に大きく，評価の客

観性を旨とするべき書評としてはいかにもバラ

ンスを失している。また論点・疑問点のなかに

は，必ずしも本書の要点ではないかもしれない

箇所を拾い上げ，それを拡大鏡にかけて吟味し

たようなものも含まれている。ただそれも，そ

の箇所に筆者として考えてみたい問題が伏在し

ているという理由からであって，無用に細部を

あなぐり，重箱の隅を突くのが筆者の本意なの

では決してない。それゆえ本稿は，あくまで筆

者自身の現時点での問題意識に基づいた本書の

解釈であり，それを踏まえた問題提起であって，

種別としては「書評」ではなく「論説」に分類

されるべきものと考える。

むろん，筆者の浅学菲才のゆえに，本書にた

いする思い掛けない読み落としや誤読を犯して

いる箇所がないとはいえない。その他，論理の

展開に破綻を来たしている箇所も多々あろうか

とは懼れるが，それらの点については筆者が責

めを負うこととし，著者にはあらかじめ御寛恕

のほどお願いしておきたい。

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
──小幡道昭著『経済原論』を検討して──

清水 真志

Economic Bulletin of Senshu University
Vol.46, No.1, 147-181, 2011

147



１．小幡道昭著『経済原論』の特徴と
概要

本書のキーワードをなすのは，「開口部」と

「変容」という二つの概念である。著者によれ

ば「開口部」とは，資本主義経済のなかで X

なるものが成立するための必要条件だけは理論

的に限定できるが，その Xの成立の仕方まで

を理論的に特定することはできない論理構造に

なっている領域のことである（４７頁。以下，特

に引用文献を記さない場合は，全て本書からの

引用頁）。その場合，Xのありうべき複数の成

立の仕方のなかから一つだけを取り出して，そ

れを Xの「純粋な姿」であると主張するわけ

にはいかない。また，この「開口部」に制度や

慣習などの外的条件が強く作用する結果，資本

主義経済の「変容」が促されるのであり，それ

は部分の変化とは区別されるシステム全体の状

態の変化のことを指すという（３頁）。

「開口部」をいかに埋めるか，そこにいかな

る外的条件を追加するかによって全体の状態も

さまざまに「変容」するという意味では，「開

口部」は「変容」を惹起する副次的な動力規定

に当たるのかもしれないし，「変容」のポイン

トを指定する直接的な条件規定に当たるのかも

しれない。何れにせよ二つの概念は，いわば一

対をなす関係に置かれている。そして，本書が

「資本主義はどのようにして変容するのか，こ

の解明こそ経済原論の中心課題となる」（７頁）

と標榜する以上，最も重要な作業となるのは，

原理論の側から「開口部」を探り当てることで

ある。その意味において本書は，原理論の効用

を明らかにするための理論である以上に，ある

いはそれ以前に，原理論の限界を見極め，原理

論では何が説けないかを明らかにするための理

論でもある。こういう言い方が許されるのであ

れば，原理論の自己批評なのである。

もっともこの，原理論研究者がつい口にして

しまう「説ける（説けない）」という用語は，

本書ではおそらく意識的に禁句とされているよ

うに思われる。確かにもこれまでにも，窮乏化

法則や利潤率の傾向的低下，貨幣資本家や株式

資本など，それらを原理論で説けるのかどうか

が議題の中心をなしてきた対象や領域は少なく

ない。目次のなかから株式資本の節が省かれて

いる経済原論でも，それがなぜ省かれなければ

ならないか，株式資本をなぜ原理論で説いては

ならないかについては，それなりに詳しい説明

が加えられているのが普通である。もともと原

理論は，こうした限界の見極めが強く求められ

てきた研究領域なのであって，その限りでは，

本書も決して原理論の伝統から外れたものでは

ない。しかし本書の開いた新機軸は，この見極

め方自体をいっそう厳しく見極めようとしたと

ころにあるといってよい。

たとえば本書のなかでは，「Aは原理論の範

囲を超えている」という見解を論評せよ，とい

うタイプの問題が幾つも設けられている。常識

的に考えれば，正答は「然り，Aは原理論の範

囲を超えている（説けない）」か，さもなけれ

ば「否，Aは原理論の範囲を超えていない（説

ける）」かの何れかになろう。しかし著者の解

法では，それらの何れもが誤答となる。

Aが成立するためには原理論を超えた何らか

の外的条件が必要であるという命題が，いま仮

に真であるとしよう。しかしだからといって，

「Aは原理論の範囲を超えている」と即答する

のが真であるのか，どうか。すなわち Aは，

外的条件とともに丸ごと原理論の範囲外に追い

遣られるべきなのか，それとも特定の外的条件

を抜き取って，さまざまな埋め方を残したまま

の「開口部」としてであれば原理論の範囲内に

収めうるのか，そのことを改めて問わなければ

ならない，というのが著者の解法である。真に

見極めるべきポイントは，外的条件の有無──

純粋か，それとも不純か──という最初の命題

ではなくて，むしろその命題の裏側，またはそ
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の命題から次の命題への自明とも思える推論部

分にこそ隠されている，というのである。

こうした独自の見極めによって本書の廃棄し

た用語は，「説ける（説けない）」以外にも数多

い。その最たるものは，抽象的人間労働と具体

的有用労働という，これまでマルクス経済学の

根幹に関わるものと考えられてきた対概念の廃

棄であろう。他にもたとえば，価値実体と価値

形態という対概念，商人資本形式と金貸資本形

式と産業資本形式という腑分けも廃棄されてい

る。経済原論の頻出用語のなかで，本書の索引

に記載されていない用語を網羅すれば，それこ

そが本書の真の索引となりそうでもある。

以上のような本書の特徴に照らしてみると，

著者自身によって「開口部」と明記されている

事柄こそは，本書を読み解くための格好のポイ

ントをなすものと見てまず間違いないであろう。

「開口部」の絞り込みはかなり厳密に行われて

いるが，それでも，本書の提示する「開口部」

は決して少なくない。巻末の索引をめくり，そ

の「開口部」の項にある頁の記述を，一つ一つ

当たってみるべきであろう。ここでは，通常の

書評で行われる章ごとの概要の紹介に代えて，

最も特徴的と思われる「開口部」の幾つかを篇

ごとに取り上げ，それらについての著者の説明

をごく簡単に見ることにしよう。

（１）「第�篇 流通論」における「開口部」

１―１．商品貨幣の「開口部」

一般に価値形態論は，商品世界のなかから特

定の商品，具体的には金を始めとする貴金属が

貨幣商品として析出されてくるメカニズムを明

らかにするものと考えられている。また，貨幣

を特殊な商品とする見方を商品貨幣説と呼ぶと

すれば，価値形態論によって導き出される貨幣

は必然的に商品貨幣となる。著者もまた，商品

貨幣説を採用している。しかし著者はその一方

で，商品貨幣説と物品貨幣説との間に区別を設

けている。

すなわち著者によれば，商品貨幣説の本義を

「商品の価値を基礎に，貨幣を説明する理論」（４７

頁）と踏まえると，物品貨幣は商品貨幣の一つ

の姿であっても，その唯一絶対の姿とまではい

えなくなる。商品価値が債権（商品債権）のか

たちで独立した信用貨幣も，商品貨幣のもう一

つの態様とみなしてよい。これまで信用貨幣は，

市場の外部から持ち込まれた国家紙幣などのフ

ィアット・マネーと組み合わせられて，何れも

素材的には「紙幣」であると考えられてきた。

しかし両者は，商品貨幣の範疇に属するか否か

という観点から厳密に区別されなければならな

い。以上の区別を踏まえると，物品貨幣と信用

貨幣との商品貨幣の二重構造までは，原理論で

も説明が付く。しかし，物品貨幣と信用貨幣と

の何れが支配的となるか，またそれらの実現方

法が金貨幣となるか，中央銀行券になるかとい

った貨幣構造の態様は，原理論では説明の付か

ない「開口部」として残されざるをえないのだ

という。

１―２．資本規定の「開口部」

マルクスの「資本の人格化＝資本家」論を始

めとして，一般に初発の資本規定は，個人資本

を強く前提したものとなっている。端的にいえ

ば，「純粋な資本のすがたは，個人資本家であ

り，結合資本は資本の概念に抵触する」（８１頁）

という主張である。しかし著者はこの主張を，

明確に「正しくない」と断じている。

すなわち著者によれば，資本にとって決定的

に重要であるのは投下資本額の確定であるが，

個人資本の場合，資本家個人の財産と投下資本

額との区別はしばしば曖昧となる。その区別は，

複数の資本家の出資をつうじて形成された結合

資本においては明確化する。自己増殖という概

念がより適合的であるのは，個人資本よりも，

増殖する「自己」がはっきりと確定されている

結合資本の方である。しかしその結合資本も，

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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複数の出資者の間での意思統一をめぐって固有

の困難を抱えている。決定する「自己」がはっ

きりと確定されているのは，むしろ個人資本の

方である。結局，個人資本と結合資本とは何れ

も「純粋な資本の姿」とはいえず，それらの何

れが支配的となるのかは，原理論では説明の付

かない「開口部」として残されざるをえない。

そのことは結局，自己増殖という概念自体に潜

む二律背反に起因するのだという。

（２）「第�篇 生産論」における「開口部」

２―１．労働組織の「開口部」

資本主義的労働組織の編成様式は，機械制大

工業に収斂するかのような印象が強い。また機

械制大工業といえば，１９世紀中頃のイギリスの

綿工業で見られたような労働組織が念頭に置か

れる傾向が強い。しかし著者によれば，まず「機

械制」と「大工業」とは注意深く区別される必

要がある。「機械制」という用語は，手工業と

対をなすもので，自動化効果を生む工学的な「技

術」を意味する。これにたいして「大工業」と

いう用語は，規模の差はあっても工場制とほぼ

同義であって，一つの作業上に労働者が集めら

れるという「協業」を意味する。そのように整

理すれば，資本主義的労働組織の編成原理は，

機械制大工業とマニュファクチュアという二つ

の軸に分岐するものとして理論化できる。

すなわち，熟練の程度に応じて賃金の格差を

設けた上で，習熟者の数を減らし，低賃金の不

熟練な補助者を導入すれば，生産物一単位当た

りの労働経費の削減は可能となる。これは，分

業によって労働主体の熟練度が高まるという

「スミス的効果」（１２８頁）とは別の，もう一つ

の効率化のあり方である。こうした「バベッジ

的効果」（１２８頁）による効率化が，マニュファ

クチュアの中核を形成する。したがってマニュ

ファクチュア型の労働組織は，熟練を要する労

働を中心として，その周辺にマニュアル化され

た不熟練労働が何層にもわたって配置されると

いうものになる。このタイプの労働組織は，商

業労働や，医療，教育などの対人サービスの領

域にたいして浸透力を発揮する。資本主義的労

働組織にもさまざまなタイプが発生することに

なるが，その何れが支配的となるのかは，原理

論では説明の付かない「開口部」として残され

ざるをえない。そのことは結局，機械制大工業

とマニュファクチュアという二つの軸の分岐に

起因するのだという。

２―２．賃金制度の「開口部」

労働力の商品化には，意欲や熟練といった労

働者の主体的要因を，商品売買の内にどのよう

に取り込んで処理するかという問題が生じる。

その問題の処理の仕方に応じて，賃金制度もさ

まざまに変化することになる。ここでも著者の

関心は，複雑な賃金制度をタイプ分けすること

よりも，賃金制度が多型性を有する理由を明ら

かにすることに置かれる。

著者によれば，賃金制度は，賃金形態と支払

方式という二つの基軸に解析することができる。

賃金形態は，賃金の支払単位を何に設定するか

によって分かれ，この軸の一端に時間賃金制が，

他端に出来高賃金（個数賃金）制がある。支払

方式は，どの時点で支払額を定めるか，どの時

点で支払を履行するかという二つの要因によっ

て分かれ，この軸の一端に先決め型が，他端に

後払い型がある。実際には，先決め後払い，後

決め後払い，先決め先払いなど，さらに複数の

細かいバリエーションが生じうる。また「広義

の後払い型」（１３８頁）には，雇用期間中に賃金

が更改される場合や，家族手当や福利厚生費な

どの要素が加味される場合までが含まれる。し

かし賃金制度の決定的な分岐点は，労働者の主

体性にたいして評価を加えてこれを商品経済的

に動員するか，それとも一般的商品に近いもの

として外形的に処理するに止めるかという点に

潜んでいる。さまざまな賃金制度の何れが支配

的となるのかは，やはり原理論では説明の付か
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ない「開口部」として残されざるをえない。し

かしその多型化の原理は，賃金形態と支払方式

という二つの軸の分岐から説明が付く，という

わけである。

（３）「第�篇 機構論」における「開口部」

３―１．銀行間組織の「開口部」

銀行間組織にかんしては，中央銀行なるもの

を原理論で説けるかどうかが主要な争点をなし

てきた。この争点をめぐる一つの代表的な見解

は，発券集中（上位銀行の発生）は説けるが，

発券独占（中央銀行の発生）までは説けないと

いうものである。著者も，上位銀行を生み出そ

うとする垂直的な組織化の力が銀行間組織の内

部に作用することは認める。しかしこの作用か

ら，上位銀行の単一化までを導き出すことは難

しいとしている。さらに，「タテの分化が発生

しなくても，それだけで銀行信用が機能不全に

陥るわけではない」（２４３頁）として，銀行間組

織があくまで同格の個別銀行間の水平的な関係

に止まる可能性をも示唆している。

著者によれば，銀行間組織は歴史的に多様な

姿を取ってきたが，ここでもまた，１９世紀中頃

のイギリスの銀行間組織といった特定の歴史的

現象に「純粋なすがた」（２４２頁）を求めること

は戒めなければならない。上位銀行の発生には

全ての個別銀行にとってのメリットがあるが，

どの個別銀行が上位銀行となるかをめぐっては

個別銀行間での利害の衝突が生じる。こうした

要請と実現との間の二律背反こそ，銀行間組織

の多様な姿を生み出す基本因子である。こうし

た分岐構造を具えた銀行間組織の「開口部」に，

国家による特定銀行券の法貨化や国庫の出納管

理など，さまざまな制度的な要因が作用するの

だという。

３―２．証券市場（債券市場・株式市場）の「開

口部」

原理論でいかに説くかという以前に，そもそ

も原理論で説けるかどうかが最大の問題となっ

てしまう対象や領域は少なくない。先に述べた

中央銀行もその一例であるが，より典型的な一

例をなすのは株式資本であろう。したがって株

式資本論は，原理論研究者の間でも特に見解の

分かれる領域である。宇野も，「それ自身に利

子を生むものとしての資本」という理念までは

原理論で説けるが，株式会社制度そのものは段

階論の課題になるという二段階処理を提起した。

長期信用（固定資本信用）をめぐっても同様の

問題がある。社債市場は説けないし，株式市場

も説けないが，幾つかの条件を括弧に入れた上

での資本結合論や資本市場論であれば説けると

いうのが，この問題にかんする現時点での解決

法の一つといえるであろうか。

著者も，債券市場や株式市場は，「外的条件

に依存した特異な市場」（３４９頁）であることを

強調している。債権市場であれば，その返済能

力が社会的に信頼されうる資本の存在，その返

済能力の調査に特化した資本の存在，公的機関

による監視などが必須となる。株式市場であれ

ば，有限責任制という法制度，安定した利潤率

の期待される大規模資本の存在，同種大量の株

式証券が売買される取引所などが必須となる。

これらの市場では，「開口部」も特に大きい。

しかしまた著者は，これらの市場を，外的条件

を追加して「開口部」を埋められさえすれば，

他の市場機構と比べても競争媒介機能を一段と

グレードアップしうる「純粋な市場」と見てい

る。これらの市場の存立条件が何であり，これ

らの市場のどこに外的条件の呼び込まれる「開

口部」が生じるのかは，原理論で十分考察され

うるし，考察されるべきだという。

最後に，本書のスタイルについても一言述べ

ておきたい。本書は経済原論のテキストである

から，類書はむろん無数にある。しかし，本書

のように軽妙洒脱な，こういってよければ学術

書らしからぬ文体を活用した経済原論は，管見
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の限りではあまり前例がないのではないか。本

文こそさほどでもないが，「はじめに」と「お

わりに」，各篇の導入部，および「解答」の解

説では，時に随想風，時に箴言風，かと思えば

座談風，果ては落語風という具合に，語り口は

さまざまに変貌する。著者自身，「ちょっとふ

ざけ気味」（「はじめに」�）と手綱を引いてい
る箇所もあるほどである。筆者なりにその心を

忖度するに，現実の資本主義経済が目まぐるし

く「変容」するものである以上，これを捉える

理論の側も，ひとまず学術書の重々しい体裁を

脱ぎ捨てて，融通無碍に自らの構えを「変容」

させる必要があろう──というのは深読みであ

ろうか。

文体もさることながら，さらに特徴的と思わ

れるのは，本文の随所に一問一答形式の問題，

著者自身の言葉を借りれば「謎々」（「はじめに」

�）が差し込まれ，読者の方もそのつど一時停
止を余儀なくされるという，本書全体の構成で

ある。それはどこか，往年のベストセラーであ

るクイズ本，『頭の体操』の構成を連想させる

ところがある。

もっともこれまでにも，各章の終わりに何題

かの簡単な例題を付した経済原論のテキストは

少なからずあった。しかし本書の問題集は，全

部で１５５題にわたるその分量だけからいっても

明らかに特異である。といってそれはまた，新

古典派経済学の分厚いドリル集のように，テキ

ストの理解度を段階的にチェックするためのも

のとも違う。テキストの本文では割愛されてい

る先行学説の紹介を交えつつ，著者の理論がど

のような問題意識に基づくものであるか，また

結論に辿り着くまでの思考のプロセスがどのよ

うなものであるか，このプロセスで論理的混乱

を生じやすい箇所があるとすればそれはどこな

のか，いわば本書の舞台裏へと読者を誘うもの

である。本書の副題は「基礎と演習」であるが，

問題集とその解答・解説の箇所は，おそらく読

者が参加して行われる模擬的な「演習」に当た

ろう。原理論研究者にとっては，この箇所こそ

まずは必読といえるかもしれない。著者の理論

の表舞台である本文を「基礎」篇，舞台裏であ

る問題集を「演習」篇として，以上二篇のいわ

ば合本版をなすものが本書なのである。

こうした本書の構成には，経済原論のエッセ

ンスがたんに正確な知識を身につけることより

も，自ら問題を立てることにあり，さらに進ん

で，問題の立て方までをも問うこと，「観察者

を観察する」（１９頁）ことにあるという，著者

の持論が反映されていよう。たとえば問題集の

一問目では，本文の記述を鵜呑みにしないよう

に注意を喚起すべく，いきなり読者の出鼻を挫

く仕掛けが用意されている。著者によれば，あ

れこれと予備知識をもちすぎることは，経済原

論の修得にとってはマイナスにしかならない。

したがって本書の狙いは，学習効果というより

はダイエット効果，「積み重ね」よりは「積み

崩し」の方に置かれている（「はじめに」�）。
思えば，『頭の体操』の謳う効用も，まずは読

者に予備知識を捨てさせ，硬直した常識的思考

の枠組みを解きほぐすことにあった。

経済原論を繙くという営みは，細部まで緻密

に仕上げられた建築物の設計図を開くというイ

メージが強い。しかし著者自身はそれを，建築

物の内部を実地に歩き回るという営みになぞら

えている。時には，順路を無視することも「有

り」（３１頁，６５頁）なのだという。なるほど著

者の理論の全体像は，本文と問題集との間，い

わば本館と別館との間を行き来しながら，読者

自ら問題を解いてみるなかではじめて浮かび上

がってくるもののようである。おそらく本書の

読者の姿を端から見れば，頁をめくったかと思

えばまためくり戻す落ち着きのなさが目立つこ

とになろうが，本書を熟読することは，この忙

しない運動に身を投じることに他ならない。そ

の意味において本書は，資本主義経済の設計図

であるとしても，平面的な図面というよりは，

自分でカーソルを動かして角度を三次元的に変
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えることのできる CAD・CAMの図面に近い。

概念図の多用も本書の特徴の一つであるが，こ

の概念図も，しばしば幾何学的な書法で描かれ，

立体的な視覚効果を生じるものとなっている。

あれと言いこれと言い，本書が「ちょっと風変

わり」（「はじめに」�）であるという著者の言
葉は，やはり伊達ではないと思わざるをえない

のである。

２．原理論をめぐる論点

本書の背景の一つには，山口重克氏と著者と

の間でここ１０年ほどの間くり広げられてきた，

原理論における外的条件の処理方法をめぐる論

争があろう。そのなかで著者は，さまざまな外

的条件を「ブラック・ボックス」に入れて原理

論（純粋資本主義論）の外に押し出し，段階論

ないし類型論のなかで取り出すという山口の処

理方法では，資本主義経済の変容の契機を理論

化することが困難になるという主旨の批判を述

べていた。この批判にたいし山口は，「原理論

にある外的条件が与えられると，原理論の世界

は論理必然的に変容したり多型化したりすると

いうのか，しかも原理論はその変容の契機が何

であるかを理論的に示す構造を内包していると

いうのか。そうであるとすると，私はそのよう

な原理論にお目にかかりたいものだというしか

ない」（山口［２００６］１５１―１５２頁）との言葉をも

って応じた。揶揄とも挑発とも取れるこの言葉

をあえて真正面から受け止め，実際に「そのよ

うな原理論」を開陳してみせたものこそ，本書

であると見てよいのではないか。

このように大胆不敵な本書であってみれば，

その評価にも，おそらく毀誉褒貶ただならぬも

のがあろうと予想される。しかしともかくも，

著者の年来の原理論研究の歩みは，山口の「行

動論的アプローチ」を踏まえつつも，そこから

確かに分離した「変容論的アプローチ」へと結

実するに至ったわけである。著者自身，資本主

義経済の歴史的変容をおしなべて不純な要因に

よるものとみなし，それらを原理論の外部に押

し出してきた純粋資本主義論を「これまでの経

済原論」と括った上で，本書がそこから発想を

根本的に転換した「これからの経済原論」であ

ると高らかに宣誓している（７頁）。別稿には，

原理論研究の「第四幕」の開幕を告げるものと

の言葉もある（小幡［２００９］４２頁）。

原理論研究者数多しといえども，宇野理論，

岩田＝鈴木理論，山口理論，伊藤理論など，個

人名を冠して呼び慣わされる理論はそう頻繁に

登場するものではない。本当は，悪しき権威主

義の温床になりかねないこの種の理論名こそ，

真っ先に原理論研究の辞書から削除すべきなの

かもしれない。しかし本書で披瀝された理論も

また，当人の意図とは関わりなく小幡理論と呼

び慣わされ，今後の原理論研究において重要な

参照軸の一つをなすものとなることは疑いえな

い。

このようにアプローチそのものが一新された

本書において，扱うべき論点はきわめて多岐に

わたる。というよりも，ほとんど全篇，全章，

全節にわたって，著者独自の理論展開がふんだ

んに盛り込まれているといっても過言ではない。

本稿においてその全てを網羅することは，紙数

の制約からいっても，また筆者自身の力量の限

界からいっても，到底望むべくもない。

ただ幸い本書にたいしては，亀崎澄夫氏の書

評がすでに経済理論学会の学会誌に掲載されて

おり，そこでは主として，「第�篇 生産論」

が検討に付されている（亀�［２０１０］）。遠から
ず，著者からのリプライもあろう。そこで本節

では，現時点における筆者の問題関心に引きつ

けて，「第�篇 流通論」と「第�篇 機構論」

のなかから，また次節では筆者の問題関心を一

歩離れて，本書の根幹をなす方法論のなかから，

それぞれ幾つかの論点を出すことにしたい。
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（１）価値規定をめぐって

著者の強調点の一つに，商品の「資産」とし

ての性質がある。「資産（商品経済的富）」とは，

著者によれば「市場の存在を前提に保有される

富」であり，商品は「交換の手段」であると同

時に「資産」でもある（３５頁）。商品が「資産」

であるゆえ，自分の所有する商品の全てを今す

ぐ交換に供する必要はないという認識は，「第

�篇 流通論」全体の基調をなしている。

一方，著者の価値概念は，従来の価値概念に

見られた同質性や基準性といった規定を外して，

「他の商品と交換できるという一般的性質，交

換可能性，すなわち交換性」（２９頁）という規

定に絞り込まれている。実際，上述の「商品＝

資産」という見方が提示されるのは，価値概念

を措く「１．２ 商品の二要因」のなかではなく，

「１．３ 価値形態」の冒頭においてである。

商品が「交換の手段」であるという規定は，

交換性という価値規定にストレートに対応する

ものであろう。その場合，商品が「資産」であ

るという規定も，やはり交換性という価値規定

に帰着するものと考えてよいか。それとも，交

換性には解消されがたい価値性質として，資産

性という価値性質があるのであろうか。

筆者なりに考察を巡らしてみよう。たとえ単

品の，かつ少額の商品であっても，それが現に

商品として所有されている以上，交換性がある

ことは確かであろう。しかし，そうした商品で

も果たして「資産（商品経済的富）」たりうる

か，という問題がある。「資産」が，著者も述

べているように「保有」される対象であるとす

れば，それはそれぞれの商品所有者の下に一定

大量をなして集積され，たとえ単体としては安

価であっても，総体としては高い価値額を具え

ているものと考える方が自然なのではないか。

交換手段をただ「所有」することと，それを資

産として「保有」することとの間には，質の違

いとして現れるような量的規定性の違いが潜ん

でいるように思われる。

すると商品には，ある水準を割り込むところ

まで商品集積が小規模化する（小口分散化する）

か，その総体的な価値が少額化すると，交換性

はあるもののもはや「資産」ではないという一

種の閾値があることになるのかもしれない。い

ま仮に，そうした商品と資産とのズレ，あるい

は交換性と資産性とのズレがあるものとすれ

ば２），「他の商品と交換できるという一般的性質，

交換可能性，すなわち交換性」とは別に，いわ

ば「市場の存在を前提に保有される商品経済的

富という性質，すなわち資産性」という規定を，

冒頭の価値概念のなかに盛り込んでおく必要は

ないであろうか３）。昔話の“藁しべ長者”はた

った一本の藁から「富」への歩みを始めたかも

しれないが，資本へと転化する商品は，やはり

投下可能なある価値量の纏まりをもった「資産」

なのである。

もっとも本書は，貨幣蓄蔵のなかから貨幣を

殖やすための資本の運動が生じるという，マル

クス以来の伝統的な「貨幣の資本への転化」論

の組み立てを棄却している。これに対置される

のは，貨幣価値の不可知性ゆえに商品の転売行

動がくり返し生じ，さらに複数の転売行動を一

本に束ねることで資本の運動が生じるという独

自の組み立てである。またその背景には，貨幣

増加と価値増殖とは厳密に区別されなければな

らないという，やはり著者独自の概念規定があ

る。

これらの組み立てや概念規定にかんする限り，

筆者としても強く同意したい。しかし，貨幣価

値の不可知性という条件そのものは全ての商品

所有者にとって同一であろうが，だからといっ

て全ての商品所有者がくり返しの転売行動に踏

み出すとは限らないのではないか。直接的交換

可能性をもつ貨幣を手放し，商品買取の原資と

は別のコストを費やしてまで商品の転売行動に

踏み出すには，貨幣価値の不可知性に加えて，

さらに別の動機が働かなければならないのでは
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ないか。筆者としてはその動機となるのが，す

でに一定大量の商品を「資産」として形成して

おり，それゆえに商品の減価のリスクも，たん

に他商品との交換比率が悪化するだけでは済ま

ないデメリット，いわば資産価値全体の減価と

いうデメリットを伴わざるをえないという，商

品「保有」者の特殊性ではないかと考えるわけ

である。著者のように「貨幣の資本への転化」

論の組み立てを棄却するからといって，商品集

積までを否定しなければならないというわけで

はないであろう。これは，次の（２）にも関係

する論点である。

ただし断っておけば，著者は，商品集積その

ものを否定しているわけではない。反対に，た

とえば価値形態論では，特定種類の他商品との

交換関係に出動する特定量の自商品以外にも，

商品所有者はすでに大量の自商品を保有してい

ることが明確に前提されている。しかし筆者と

しては，こうした大量の手持ち商品の存在とい

う価値形態論の舞台設定を，冒頭の価値規定の

なかにも前倒しに繰り込むべきではないかと考

えている。すなわち商品とは，もともと「市場

の存在を前提に保有される富」であり，その価

値は，交換性と資産性という二つの側面から規

定されるべきものと考えている。むろん，何れ

の側面においても「市場の存在」は「前提」さ

れるが，その「前提」のあり方には微妙な違い

があろう。交換性は，他商品との直接的な交換

の場としての「市場の存在」を「前提」する。

しかし資産性は，他商品──それと自商品とが

直接交換されると否とを問わず──で計れば自

分はどの程度の大きさの富を保有していること

になるのかというように，むしろ資産性を客観

的に評価する場としての「市場の存在」を「前

提」するのである。

今のところ筆者自身は，「富（商品経済的富）」

とは集合概念であって，個別概念ではないとい

う認識に立っている。すなわち，個々の商品は

それ自体が直接的に「富」であるわけではなく，

むしろ一定大量をなす商品集積という「富」の

可除部分として，いわば被媒介的に「富」にな

るという認識に立っている４）。また価値とは，

時と所とによって相違する交換価値（価格，交

換比率）そのものとして現れるだけでなく，一

度提示した交換価値をその後一定期間にわたっ

て留め置かせる力，交換価値の堅持力として現

れるという認識に立っている。

この商品単体であれば値を下げてもよいと考

える売り手も，同種商品の在庫を抱えている場

合，値下げに踏み切ることは必ずしも容易では

ない。踏み切るとしても，少なくともその判断

は，今後の販売計画全体との摺り合わせを要す

ることになる。ここには，たんに高く売りたい

から値を下げないというだけではなく，安くは

売りにくいから値を下げないという事情が加わ

る。したがって，当座の交換比率を譲歩するこ

とが，特定量の他商品をできるだけ早期に入手

するという観点から有利な交換と判断される場

合でも，残りの自商品の減価を招くという観点

からは不利な交換と判断されることが起こりう

る。その意味において，交換価値の堅持力とし

ての価値は，その都度の交換関係に出動する自

商品だけではなく，その交換関係の外部にある

手持ちの自商品までを含めて，商品集積が全体

として保持する集合的な性質と考えているわけ

である。

（２）価値表現と交換要請との関連をめ
ぐって

おそらく（１）の論点とも関連するであろう

が，著者の価値形態論は，やや特異な構成を示

している。すなわち「１．３．２ 価値形態の展開」

は，「A．簡単な価値形態」に始まる価値形態

論の本論をなしているが，実はこれに先行して

「１．３．１ 価値表現」という項が置かれ，価値形

態論を展開するための基本的な用語はむしろこ

の項のなかで紹介されている。「リンネル２０ヤ

ール＝一着の上着」という簡単な価値形態は，

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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二つの項に跨って説明されることになっている

のである。

ただその説明の仕方には，微妙な違いがある。

すなわち著者は，「１．３．２ 価値形態の展開」の

冒頭で，価値表現が必要になるのは「交換する

ため（欲しい他商品を入手するため）」であり，

価値形態とは直接には「交換を求める形態」で

あるとしている（３５頁）。しかし「１．３．１ 価値

表現」には，価値量は物理的・化学的に計測し

うるものではなく，「ある商品にどのくらいの

大きさの価値があるかは，何か別の種類の商品

の商品体を用いて，その物量で表現するほかな

い」という記述がある（３２頁）。すなわちそこ

では，価値表現が必要になる理由として，「表

現・計測するため（自商品の価値の大きさを測

るため）」という別個の事情が挙げられている

ように読めるのである。

むろん二つの理由ないし動機は，交換か，さ

もなければ表現かといった二者択一の関係にあ

るわけではない。その意味で，価値形態の展開

そのものは「交換するため」に始まるが，その

展開の背後で，あるいは交換要請の意図せざる

結果として価値表現が進行し，やがて「資産の

価値表現」（４１頁）という契機が前面にせり出

してくるという理論展開自体に，別段違和感は

ない。またおそらく著者は，価値表現の筋でも

交換要請の筋でも価値形態論を展開することは

可能であるが，後者の筋の方が「（リンネル所

有者の；引用者）動機としては理解しやすい」

（３６頁）から，説明の便宜としてそれを選択す

るという立場を採っているようである。確かに，

リンネル所有者の行動に密着しつつ，かつ前者

の筋で押した場合の価値形態論がどのようなも

のになるのかは，前例もないだけにそう簡単に

は想像できない。

ただ，交換要請起点か，価値表現起点かとい

う分岐には，何れが「理解しやすい」かという

ことだけでは片付けられない意味の違いが潜ん

でいるとも考えられる。すなわち，価値表現の

二種類の動機の何れが主導的となるかという違

い自体に，ともかく緊急の需要に迫られて欲し

いもの──というよりも求めざるをえない必要

物──を入手せんとする商品所有者と，それほ

ど緊急の需要に迫られない程度に資産は多いが，

それだけにこの資産の価値については最初から

強い関心をもたざるをえない商品所有者という，

商品所有者のタイプの違いが反映されていると

も考えられる。いいかえればこれは，商品世界

がたんに必需を満たすための媒介機構に止まる

ようなタイプの商品所有者と，むしろ必需から

は切れた余剰の運用機構となるようなタイプの

商品所有者との違いでもある。

資本家へと転化しうるのは，おそらく後者の

タイプの商品所有者であろう。前者のタイプの

商品所有者の場合，たとえ価値形態が貨幣形態

にまで到達しても，なお「資産の価値表現」と

いう契機ないし動機は脆弱なままに止まるので

はないかとも考えられる。価値形態論そのもの

に限れば，交換要請起点の方がいかにも「理解

しやすい」が，商品とは「資産」であるという

本書の商品論全体の論脈で読み進んでくると，

むしろこれほど「理解しやすい」交換要請から

話が始まること自体，必ずしも「理解しやすい」

ものとはならないのではないか。

（３）「流通費用節減型」の資本をめぐっ
て

原理論研究の歴史のなかでも特に議論の白熱

した箇所を拾い上げてみると，その一つに，「貨

幣の資本への転化」論に続く「資本の三形式」

論，いわゆる資本形式論が含まれることは間違

いないであろう。宇野学派だけに限定してみて

も，資本形式論は，たとえば商人資本的形式の

位置づけやその増殖根拠の説き方をめぐり，流

通論における純粋資本主義論と世界資本主義論

との対立点がきわめて鮮明に浮き彫りとなる箇

所であった。それだけにまた，資本形式論の展

開をめぐっては，およそ考えつく限りのパター
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ンの全てが，今日までに一通り出尽くしてしま

ったかのような感もなくはない。そうした手詰

まり感もあってか，近年では，この領域におい

てさほど新奇な議論を耳にすることも少なくな

っていたように思われる。

本書の第�篇の終盤を飾る「３．２ 資本の多

態化」は，通常の原理論の構成と対応させるな

らば，ちょうど資本形式論に該当するものであ

ろう。しかし本書は，他ならぬこの箇所におい

て，先行研究からの大胆なまでの乖離と，根本

的な発想の転換とを示している。

商人資本的形式，金貸資本的形式，産業資本

的形式という馴染み深いトリロジーは，本書で

は「歴史現象としての資本の多様性を類型的に

記述したもの」にすぎないと一刀両断に付され，

全面的に棄却されている（８７頁）。代わって，

資本の基本概念から論理的に導出される三つの

増殖方式として，「姿態変換外接型」，「姿態変

換内接型」，「流通費用節減型」という耳慣れな

い区分けが採用されている。なかでも「流通費

用節減型」は，資本の基本概念を価値の姿態変

換運動に求め，「安く買って高く売る」形式こ

そが最も包括的な資本形式（資本の一般的な定

式）であるとしてきた著者自身の過去の主張（小

幡［１９８８］）にさえ撤回を迫るものであって，

その意味からも最も注目すべき資本形式である

といえよう。

しかし著者の「流通費用節減型」の資本規定

には，幾つかの点で，なお説明の余地が残され

ているように思われる。それも，筆者の見ると

ころでは，この資本規定の根幹に関わると思わ

れる部分においてである。以下，三点にわたっ

て述べてゆこう。

第一点は，これが最大の疑問点であるが，流

通費用のように支出額の不確定に変動する費用

にかんして，その「節減」を説くことができる

のか，どうかという問題である。このことを，

著者の設例に則して考えてみよう。

一方に，商品自体は１００万円相当の価値をも

つが，販売までの保管費に４万円かかると見込

んでいる売り手がいて，他方に，この売り手か

ら商品を９８万円で買い取り，保管費を２万円以

下に節減することで利益を上げる買い手がいる。

この場合の買い手が，「流通費用節減型」の資

本であるというのが，著者の設例である（９４頁）。

通常こうした買い手は，多数の売り手から商品

を買い取り，多数の商品の売値と買値との差額

から，纏めて流通費用を控除するのだという。

要するに「流通費用節減型」とは，多数の資本

の販売過程を纏めて肩代わり（集中代位）する

資本，すなわち商業資本の原型をなすものと読

んでよいわけである。

以上の設例によるならば，買い手が商品の販

売過程を肩代わりして，さもなければ売り手が

自分で支出しなければならなかった保管費４万

円を２万円以下に減らすことをもって，流通費

用の「節減」が説かれているものと解する以外

にないであろう。売り手は，買い手に販売過程

を委ねることで，自分自身の保管費の支出額を

大幅に，極端にいえば４万円から０円へと減ら

すことができようが，そのことが「節減」の意

味ではない。「流通費用節減型」の資本と名づ

けられているのは，売り手ではなく買い手であ

る。すなわち「節減」の主体は，あくまで売り

手ではなく買い手なのであって，この買い手が，

自分自身と売り手との支出する保管費の合計額

を４万円から２万円以下に減らすことが，「節

減」の意味なのである。あるいは同じことであ

るが，誰が保管費を支出する主体であるかとい

う区別は外した上で，販売の肩代わりがなされ

なかった場合となされた場合とを対比して，社

会全体（この設例の場合は二資本であるが）で

支出される保管費が，前者の場合の４万円から

後者の場合の２万円以下に減らされることが，

「節減」の意味なのである。

こうした著者の説明には，別段引っ掛かりを

生じる箇所はなさそうに見える。流通費用の「節

減」という場合，これまで一般に議論の焦点を

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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なしてきたのは保管費や運輸費ではなく，売買

業務そのものに投じられる売買費（純粋な流通

費用）であったようには思われるものの，著者

は保管費を販売期間とともに変動する「販売の

ための費用」（９４頁）として措き直している。

つまり，実質的に売買費として措き直している

のであって，それは一応納得できる取り扱いで

あろう。

しかしよく考えてみると，上の設例における

４万円とは，もしも自分自身で販売すれば保管

費がそれだけ掛かるであろうと売り手が「見込

んで」いる費用額，つまり売り手の立てた予想

値でしかない。しかも上の設例では，売り手は

結果的に販売過程そのものを買い手に委ねてし

まっている。したがって４万円はまた，今とな

っては当否を確かめようがない費用額，いわば

純然たる仮想値でしかない。４万円で済むのか

どうかは分からないが，本当に４万円で済んだ

のかどうかも分からない，すなわち事前にも事

後にも不確定な費用額なのである。これにたい

し，買い手の支出する保管費は，商品を買い取

る段階での買い手の予想通りに事が運んだもの

とすれば，２万円以下になることになる。しか

しこの場合の２万円以下は，実際に買い手によ

って支出された費用額なのであって，客観的に

確定された実勢値であろう。とすれば，本質的

に異質であるはずの二種類の保管費，しかも支

出主体の異なるはずの二種類の保管費を，４万

円と２万円以下という無個性の数値として並べ

てみて，それらを単純に比較して「節減」を説

くことが，果たして理論上妥当であるのかとい

う疑問にどうしても突き当たらざるをえないの

である５）。

しかも第二点として，以上の「流通費用節減

型」の説明は，本書の第�篇の「２．１ 商業資

本」で示されている著者自身の見解，その商業

資本にかんする理解とも，かなり根本のところ

で背馳するように思われる。

著者は，特に販売過程の効率化の見られない

場合でも，産業資本から商業資本への販売過程

の分離は生じうるのであり，「縮小代位（効率

化；引用者）という効果がないと，分離が発生

しないということにはならない」と述べている

（３４３頁）。「産業資本から商業資本が分化するの

は，縮小代位が発生するからである」（２１６頁）

という主張は，明確に「正しくない」（３４３頁）

と断定されている。しかも著者はその際，単純

代位と縮小代位という二分法そのものに，実は

「より根本的な困難」があると指摘している。

すなわち，技術的な確定性をもつ生産過程を取

り上げることで成立する効率性という概念を，

不確定な流通過程にたいして適用することには

「無理」があり，「偶然的に変動する要素に節約

という概念を適用することはできない」と指摘

しているのである（３４３頁）。筆者としては，こ

こで著者の示している商業資本理解には賛意を

表しうる。しかしそれだけに，「流通費用節減

型」の説明のなかでは，本来クリアすべき「よ

り根本的な困難」や「無理」が素通りされてい

るとの感を否めないのである。

もっとも，商業資本論における単純代位説と

縮小代位説（有効代位説）との分岐の根底には，

おそらく流通過程にかんする理解そのものの分

岐が潜んでいるように思われる。両説をあえて

図式的に対比すれば，流通過程の不確定性をい

っそう重視する傾向が強いのは，縮小代位説よ

りも単純代位説であるといってよいのではない

か。伝統的な商業資本論のなかでさほど抵抗な

く使われてきた用語，たとえば流通業務の効率

化，流通期間の短縮，流通費用の節減といった

用語は，不確定なものを本当に効率化・短縮・

節減しうるのかという問いをどこかで封印して

いるのであり，そのことは単純代位説の場合に

は鋭く問われざるをえないのである。

著者の商業資本論も，明らかに流通過程の不

確定性をきわめて重視する姿勢を示しているの

であって，その限りでいえばやはり単純代位説

の系譜に属することになろう。のみならずこの
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姿勢は，本書の全体を貫く著者の基本的な姿勢

でもある。実際，従来どちらかといえば生産費

に近い処理を受けることの多かった保管費が，

著者の場合には先にも述べたように「販売のた

めの費用」に繰り込まれているのも，それだけ

販売期間の不確定な変動が重視されていること

の証左ではないか。この姿勢が，「流通費用節

減型」だけに限って留保されるべき理由はなさ

そうに思われるのである。

第三点は，「流通費用節減型」を自己増殖の

一つの独立した方式と見なす，その独立性の意

味についてである６）。

著者の保管費が，実質的に売買費として措き

直されていることはすでに確認した。しかしこ

の限りにおいても，「販売のための費用」とし

ての保管費が，商品販売そのものの代位から切

り離して独立に「節減」しうるものでないこと

は明らかである。著者の設例でも，買い手はま

ず１００万円という相場よりも安い９８万円で商品

を買い取る必要があり，その後にはじめて保管

費を２万円以上節減するための試みへと移行す

るのである。しかし，相場よりも安く商品を買

い取ること自体は，明らかに「安く買って高く

売る」増殖方式，著者の区分でいえば「姿態変

換内接型」の範疇に属する営みであろう。とす

れば，以上の設例は，本当に「流通費用節減型」

の適切な設例たりえているのかが疑問となって

くる。ここでの著者の意図は「流通費用節減型」

の独立性を説くことにあろうが，その意図に反

して，かえって「流通費用節減型」の非独立性

を示すような設例になってしまっていないか，

どうか。

もっとも前後の記述を読む限り，この程度の

素朴な疑問は，著者として端から百も承知と言

いたいようである。たとえば，姿態変換による

増殖が，費用節減による増殖の「前提となって

いる」ことは，著者も認めている（９２頁）。し

たがってまた，これら二つの増殖方式を併置す

るのは「奇妙に思えるかもしれない」とも断ら

れている（９２頁）。それでもなお，費用節減型

が姿態変換型のたんなる「派生態」にすぎない

という主張は，「正しくない」（３０９頁）という

のである。筆者の疑問は，著者の主張を十分吟

味すれば氷解する程度のものなのかもしれない。

「観察者を観察する」（１９頁）ことを標榜する著

者だけに，本書のどのような記述を読んだとき

に，原理論研究者の誰がどのような反応を示す

ことになるか，想像上の読者を観察することに

も余念はあるまい。

しかし子細に吟味してみると，やはり現時点

ではよく分からない点が出てくる。いま一度著

者の設例に戻ってみよう。

本格的には次の（４）の論点として取り扱う

ことになるが，「費用化」が「節減」の前提を

なすというのが著者の説明である。市場での取

引にはさまざまな資材や労力が必要であるが，

商品所有者や貨幣所有者の場合，それらはたん

に「財産からの支出」（９３頁）として処理され

る以外にない。資本の下での「費用化」とは，

そうした不明朗な支出を貨幣支出として計上し，

費用として集計し，貨幣収入から回収するとい

うステップを指す。このステップが前提となっ

て，次の「節減」のステップにはじめて移行し

うるのだという。先の設例の場合にも，保管費

の「節減」の前提をなすものとして，まずは「費

用化」のステップが踏まれているはずである。

そのステップに当たるのは，著者の説明によれ

ば商品を相場よりも安く買い取ることであり，

これをもって保管の用益が「費用化」されるの

だという（９４頁）。

しかしそうであるならば，商品を安く買うと

いう「姿態変換内接型」の増殖方式をつうじて

行われるものが「費用化」であり，それが前提

となって，買った商品を少ない費用で売るとい

う「流通費用節減型」の増殖方式が成立すると

いう話にはならないのであろうか。姿態変換型

と費用節減型との間には，後者を前者のたんな

る「派生態」にすぎないと見るかどうかは兎も

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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角，少なくとも完全に同時並立的とまではいえ

ないような関係，いわば発生根拠の論理的な前

後関係があるという話にはならないのであろう

か。そのような話になったところで，「価値増

殖は姿態変換する商品・貨幣部分だけではなく，

資本のフレームに取り込まれた流通費用の節減

からも生じる」（３１０頁）ということとは，別段

矛盾しないように思われる。

もっともそうなると，新たに次のような疑問

も生まれる。著者の設例における「売り手」と

は，商品自体は１００万円相当の価値をもつが，

販売までの保管費に４万円かかると見込んでい

る商品所有者を指している。たとえ商品を相場

で売っても，４万円の保管費を控除すれば手許

に残る貨幣収入は９６万円に減ってしまう。この

計算が基になって，９６万円よりも高い売値であ

れば１００万円の相場以下でも商品を手離そうと

いう判断が生じ，「流通費用節減型」の買い手

への９８万円への譲渡に踏み切るわけである。し

かしそうであるとすれば，この「売り手」は，

販売までにかかる保管の資材や労力を，すでに

４万円という明確な貨幣支出として計上し，こ

れを財産からではなく貨幣収入から回収するべ

きものとして処理している主体，すなわち「費

用化」の主体となっているのではないか。また

「費用化」の主体である以上，この「売り手」

はもはやたんなる商品所有者ではなく資本を運

営する主体であることになろうが，この「売り

手」の選択する増殖方式としては，転売対象の

価値増大を目指す「姿態変換内接型」以外には

考えられないのではないか。

ここでも「流通費用節減型」の資本は，販売

代位に応じる「姿態変換内接型」の資本があっ

てこそ成立可能なのではないかという結論にな

るが，その結論の内包するものは少し違ってこ

よう。そもそも「費用化」がどの段階で，どの

資本の下で生じるのかについても，考えてみる

とよく分からない点が出てくるわけである。

（４）「費用化」の機構をめぐって

こうして「流通費用節減型」をめぐる議論は，

掘り下げるにしたがって，「節減」以前の問題，

すなわち「費用化」の問題へと巻き戻されてゆ

く。「費用化」の要件とは何か，資本の下での

「費用化」の機構とはどのようなものであるか

が，改めて問題となってくるわけである。

費用と効果との間に技術的に確定された関係

の成立する生産費用であれば，効果の側から遡

って，ここまでが費用であり，それ以外は非費

用であるという客観的な区別を付けることが可

能であろう。したがって生産費用の場合，その

「節減」の程度は客観的に把握することが可能

であり，その「節減」の方法にも明確な方向性

が現れる。

しかし流通費用の場合，根本的に事情が異な

ってこよう。流通費用には，費用と効果との間

に確定的な関係は存在しない。しかも厳密にい

えば，流通費用を投じる前の時点だけではなく，

流通費用を投じた後の時点，さらに回収した後

の時点においても，なお同じことがいいうる。

流通費用を投じたことで売れ行きの改善が見ら

れたとしても，果たしてそれが流通費用の効果

によるものであるのか，それとも何かそれ以外

の要因，たとえば一時的な需要の増加によるも

のであるのかは判然としない。事前の必要額の

算出だけでなく，事後的な効果の確認にすら不

確定性が伴うのである。総じて流通費用の場合，

費用と非費用とを客観的に区別すること自体に

困難があるものと考えなければならない。本書

の「図１．３．２ 資本による市場の費用化」のな

かで，「財産」と「売買に要した資材・労力」

との境界が，「費用化」以前には実線ではなく

点線で囲われているのも，おそらくそうした趣

旨であろう（９３頁）。

そのような流通費用を「費用化」するに際し

ては，自ずから特殊な機構が必要となることは

明らかであろう。著者の言い方を借りれば，「売
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買に要した資材・労力」（９３頁）のなかで，ど

こまでを資本の内部に取り込んで処理しうるの

かという，いわば資本のフレームの拡張幅の決

定機構である。もとより，流通費用を支出すべ

きかどうか，またどれだけ支出すべきかの判断

は，個別資本の裁量に委ねられて区々となろう。

しかしそれは，種類の異なるさまざまな資材や

労力のなかで，特定種類のものを「売買に要し

た」ものとみなし，貨幣額で評価し，流通費用

として計上することが，すでに多くの個別資本

に共通する一般的な行動規範となった後の話で

はないか。

個別資本ごとに流通費用の支出額が異なって

いるからといって，流通費用の費目の構成，た

とえば広告宣伝費，市場調査費，店舗費，人件

費といった勘定項目の立て方までが大きく異な

っているわけではない。「流通費用節減型」の

設例でいえば，商品販売に要する保管のための

手間は，売り手の側でも買い手の側でも同じく

保管費として計上されているのであって，だか

らこそその量的な「節減」が問題となりえたわ

けである。また無人店舗でもない限り，店舗費

だけが計上されて，人件費は計上されないとい

う「費用化」の不整合は起こりそうもない。資

材と労力とは，何れか一方が「費用化」される

場合にはやはりもう一方も同時に「費用化」さ

れることになりそうであるが，何が「売買に要

した資材」であるかが決まれば，何が「売買に

要した労力」であるかも一定範囲まで絞り込ま

れてくることになろうし，その逆もまた然りで

あろう。そして資材であれ労力であれ，前回は

貨幣支出に計上したが今回は計上しないという

ように，その取り扱いをさほど流動的・恣意的

に変更できるものではない。

といってまた，資材や労力の全てが，無条件

で貨幣支出に計上されうるわけでもないであろ

う。前掲の図１．３．２では，「費用化」の前の左図

において点線で囲まれていた「売買に要した資

材・労力」の領域は，「費用化」の後の右図に

おいても特に面積を減らさないまま，全て流通

費用として実線で囲まれている。しかし，流通

費用を支出して調達された資材や労力であれば

その全てが「売買に要した」ものであろうとい

う命題は成立するとしても，「売買に要した資

材・労力」であればその全てが流通費用に計上

されるであろうという命題までが成立しうるの

か，どうか。むしろ「費用化」の主旨は，それ

自体としては定義域のはっきりしない，したが

って本当は点線で境界線を引くことも難しい

「売買に要した資材・労力」のなかで，ここま

でならば「費用化」できるという範囲を見極め，

実線で囲い込むことにあるのではないか。

仮にそう考えてよいとすれば，一口に「費用

化」といっても，そこには個別資本ごとの不均

質性の現れ方を異にする，少なくとも二つの段

階が存在することになろう。まず，必要経費と

して処理されるべき資材や労力の種類を選別す

るという第一段階の「費用化」が成立し，それ

を受けるかたちで，費目ごとの実際の支出額を

決めるという第二段階の「費用化」も成立する

のである。このうち，第一段階の「費用化」に

たいしては，社会的な規制なり擬制なりの作用

が，第二段階の「費用化」にたいしてよりも強

く働くように思われる。またその結果，この点

での資本のフレームの拡張幅は，少なくとも個

別資本の短期の投資行動においては与件として

受け止める以外にない程度に，固定的なものと

なるように思われる。

以上の推論は，「費用化」を説明する著者自

身の言葉によっても，ある程度まで裏づけられ

るのではないか。著者は，「市場での取引には，

商品本体に対する支出のほかに『何か』が必要

だ。それはわかるが，そのうち『どれだけ』が

本当に必要だったのか，決め手はない」（９２頁）

と述べている。おそらくこれは，抽象的な「何

か」が必要であることは分かるが，その「何か」

の具体的な中味までは分からないという意味に

解するのが自然であろう。しかし「何か」の具
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体的な中味が分からなければ，それが「どれだ

け」が必要だったかという問いはそもそも意味

をなさないはずである。著者はまた，商品売買

には市場にかんする情報が必要であるといって

も，「売り手が，日常生活のなかで知ったこと

と，そのために特別の活動をして知ったことの

境界ははっきりしない」とも述べている（９４頁）。

この場合の「はっきりしない」ということにも，

「どれだけ」の情報量や費用額が必要であった

か分からないということ以外に，あるいはその

こと以前に，やはり「何か」の境界条件を確定

する方法そのものが分からない，少なくともそ

のための「決め手」がないという意味までが含

まれているように読める。

日常生活のなかで知ったさまざまな知識のな

かで，果たしてどの知識が厳密に売買のために

必要であったのか，客観的に判定することは難

しい。どうにかして必要であった知識を確定し

たところで，その知識を獲得・活用するに当た

ってそれ以外の知識が何の役割も果たしていな

かったのかどうかも，やはり客観的に判定する

ことは難しい。特に，ありとあらゆる種類の情

報に過敏に反応して株価の変動する資本市場を

念頭に置いてみると，どの知識が株式売買のた

めに必要であったのかを客観的に判定すること

は，たとえ証券売買に伴う資材や労力が「費用

化」され，証券業資本の流通費用額が確定され

た後の時点においてすら，本当のところは不可

能であるようにすら思える。

商品市場においても，根本的に事情が異なっ

ているわけではない。多くの資本にとって無視

できないはずの穀物相場や原油相場は，先物で

あれ現物であれ，やはりありとあらゆる種類の

情報に過敏に反応して変動する。また一口に市

場調査費といっても，自商品の販売を促進する

上で調査を要する市場の範囲なり種類なりが，

何か客観的な基準によって決まっているわけで

はない７）。「調査」と名の付きそうな活動であれ

ばその一切合切が「市場調査」たりうるという

のは言い過ぎかもしれないが，同業他社の動向

さえ掴めれば「市場調査」の用が足りるわけで

はないのも確かであろう。「何か」に該当する

のが「売買に要した資材・労力」であることは

同義反復であり，したがって過不足なく確かで

あるとしても，この「要した」という言い方に

は，改めて考えてみると二重三重に留保条件を

付けざるをえないのである。

因みに本書では，「売買に要した資材・労力」

の同義語として，「商品売買に伴う資材や労力」，

「市場取引に要する資材や労力」，「売買に要す

る資財や労力」，「売買に関わるさまざまな資財

や労力」「取引の過程で消費される資財・労力」

など，僅か２頁の間に幾つもの用語が登場する

（９２―９３頁）。最初に登場するのは，一つ前の貨

幣章の「２．４ 商品売買の変形」においてであ

るが，そこでの用語は「売買のための資財と活

動」である（６８頁）。「資材」と「資財」，「労力」

と「活動」というように，並べてみると言葉遣

いはいかにも不揃いであるが，本書は用語辞典

ではないのであるから，そのこと自体は特に問

題ではない。

しかしこれらの用語のうち，売買に「伴う」

または「関わる」と，「要する」または「要し

た」との間には，微妙ながらも見過ごしにはで

きない差異があろう。さらにいえば，「要する」

と「要した」との間にも，同様の差異があろう。

「要する」かどうかの事前の判断には，「決め手」

となるような確定的な基準はない。「要した」

かどうかの事後的な評価にも，やはり確定的な

基準はない。しかし，商品売買とある範囲まで

の資材や労力との間に，「伴う」または「関わ

る」といった程度の緩やかな関連性が認定され

るとすれば，その範囲までは結果的に商品売買

に「要した」ものとみなされ，もともと商品売

買に「要する」ものともみなされ，以後も継続

的に費用として計上・集計されるということに

なるのではないか。

何れにせよ，「費用化」を取り巻いては，こ
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のように「何か」の線引きの次元において複数

の不確定要因が存在するのであり，それはたん

なる「どれだけ」の計算の問題には還元できな

い。これまで流通費用の不確定性といえば，一

定額の売買費を投じたからといって所期の販売

促進効果が現れるとは限らないとか，広告宣伝

費の支出額は個別資本ごとに区々になるといっ

た具合に，「どれだけ」の問題に関わる不確定

性として論じられる傾向が強かったといってよ

いが，「何か」の問題に関わる不確定性を過小

に評価すべきではない。そしてくり返しになる

が，「何か」を決定するという意味での「費用

化」には，個別資本の主観を超えた何らかの資

本家社会的機構が存在するのではないか。

その問題を考える上で一つの手掛かりを与え

てくれるように思われるのは，本書の「３．１

資本の概念」のなかで提示されている，資本と

非資本との区別である８）。著者は，本書の概要

紹介でも述べたように，資本家個人の財産から

投下資本額を分離することの意義を強調してい

る。本書の概要紹介でも述べたように，個人資

本の下では両者を明確に分離することは困難で

あって，その困難から，個人資本と結合資本と

の二肢構造が生じるものとしている。しかし考

えてみると，先程から問題となっている「売買

に要した資材・労力」も，「費用化」される以

前には「売り手の財産」から支出される以外に

ないものとされていた（９３頁）。投下資本額の

確定と流通費用額の確定とは，それぞれが考察

される資本章における位置こそ異なるものの，

財産からの分離という同一の条件を共有してい

るわけである。

思うに，個人財産と投下資本との分離さえ十

分ではない個人資本の場合，「売買に要した資

材・労力」を個人財産から分離することはなお

さら難しいであろう。資本家個人によって負担

される流通労働も少なくはないであろうし，事

務用のスペースも，資本家個人の居住用スペー

スとの兼用となることがありえよう。これにた

いし，個人財産と投下資本とが截然と分離され

る結合資本の場合はどうであろうか。「売買に

要した資材・労力」を「売り手の財産」から支

出するといっても，複数の資本家のなかで一体

誰がその「売り手」になるのかという問題がど

うしても浮上せざるをえない。彼らの居住用ス

ペース自体が連結されているわけではない以上，

これを自営業者のように販売店舗に転用するこ

とにも無理がある。「売買に要した資材・労力」

の幾ばくかを複数の資本家がそれぞれの個人財

産から等分に支出するとしても，それが本当に

「売買に要した」ものであり，その目的に即し

て本当に効率的に使用されたのかどうかについ

ては，結合資本の内部において厳しい考査が行

われることになろう。その考査は，自ずから「売

買に要した資材・労力」の貨幣評価を伴う。要

するに，外部資本との間での商品販売の委譲＝

代位関係をつうじた「費用化」と「節減」とは

別個に，むしろそれに先行して，結合資本の内

部でも「売買に要した資材・労力」そのものの

「節減」が進められるものと考えられるわけで

ある。

あくまで試論の域をでないが，資本結合は，

投下資本額の確定のための社会的機構であると

同時に，流通費用額の確定のための社会的機構

としても，ある程度まで有効に機能するのでは

ないか。それは，複数の出資者にわたって資本

家機能を分散化させ，資本統治機構を重層化さ

せ，場合によっては会計機能や監査機能を独立

化・外部化させることをつうじて，「売買に要

した資材・労力」を貨幣支出として客観的に数

値化し，「費用化」するための道を開くものの

ように思われるのである。

（５）否定形の「信用貨幣」と「結合資
本」をめぐって

数えて５つ目の論点となるが，これは考えよ

うによっては，（３）よりも前に置かれるべき論

点であるかもしれないし，むしろ本書の方法論
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に関連するものとして，（８）よりも後に置かれ

るべき論点であるかもしれない。何れにせよ，

著者にたいする質疑というよりも，本書を読み

解くためのメモ，本書に加えた筆者の書き込み

といった性格のものになりそうである。

すでにくり返し述べてきたように，本書の第

�篇のなかでも注目すべき論点の一つをなして
いるのが，資本規定の「開口部」である。著者

の資本規定は，最初から個人資本と結合資本と

の二重構造を読み込んだものとなっている。資

本は，増殖する「自己」，すなわち投下資本額

を確定しなければならないと同時に，決定する

「自己」，すなわち単一の運用主体をも確定しな

ければならない。しかしこれら二つの「自己増

殖」の要請は，個人資本と結合資本との何れの

場合でも完全には並び立たない。その二律背反

が，個人資本と結合資本という資本の二姿態の

分岐となって現れる。したがって，個人資本が

「純粋な資本のすがた」とはいえないし，結合

資本が「資本の概念に抵触する」ともいえない。

個人資本と結合資本との何れが支配的な姿態と

なるのかは，原理論では説明の付かない「開口

部」として残されざるをえない，という主張で

ある。

そもそも，資本結合ないし結合資本にかんし

ては，原理論では取り扱えないと考える論者も

少なくはない。宇野についてはやや評価の難し

い点もあるが，少なくとも宇野の「それ自身に

利子を生むものとしての資本」論の一面をなす

「理念」規定は，同様の考えを示したものとい

えるであろう９）。原理論で取り扱われる場合で

も，その位置は，本書でいえば第�篇に当たる
市場機構論（競争論・分配論）の，しかも後半

部に置かれる場合が多い。これにたいし著者は，

本書でいえば第�篇に当たる流通論の，しかも
序盤から中盤に掛けてのハイライトともいうべ

き初発の資本規定のなかで，資本結合ないし結

合資本を説いている。こうした配置の問題一つ

を取ってみても，著者の資本規定の独自性は際

立って見える。

しかし，ここで立ち止まってみなければなら

ない。果たして著者は，筆者が今しがた総括し

たように，流通論のなかで資本結合ないし結合

資本を「説いて」いるのであろうか。すでに本

稿の冒頭でも述べたように，もともと著者は，

「説ける」という原理論研究の常套句自体を疑

っている節があった。「純粋」ならば「説ける」，

「不純」ならば「説けない」という二分法こそ，

著者が渾身の力を込めて射抜こうとした最大の

標的ではなかったか。本書が，仮に流通論のな

かで資本結合ないし結合資本を「説いて」いる

のだとしても，その説き方には，おそらく著者

ならではの工夫が一捻りも二捻りも加えられて

いるであろうことが予想されるのである。

そうした意識の下に読み直してみると，本書

の流通論に登場する「結合資本」が，かなり特

殊な意味合いのものであることに容易に気づく

であろう。たとえば，本書の「３．１ 資本の概

念」における「自己増殖」の項は，個人資本と

結合資本との概念上の対比，それもほとんど図

式的な対比に始まる。資本の投下主体と運用主

体とが同一人格である場合が個人資本であり，

そうでない場合が結合資本であるというのが，

著者の定義である。しかしながら，「複数の主

体が資本を投下して，単一の資本として運用す

る形式」（８０頁）が結合資本であり，それも資

本の歴とした「すがた」の一つであると著者が

主張するとき，明らかに不問に付されている幾

つかの問題がある。たとえば，もともと運営上

の意志（機能意志）の不揃いであるはずの「複

数の主体」が，揃って共同出資に踏み出しうる

のは何故なのかという問題，そして，できれば

自分自身で運用主体となりたがるであろう「複

数の主体」が，いかにして各自の運用上の決定

権─「自己＝決定」（３０４頁）─を制限し合い，

「単一の資本」を分離させうるのかという問題

である。総じていえば，著者の議論は，資本結

合ないし結合資本の成立条件はいかにして満た
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されるのかという問題を脇に置いたかたちで展

開されているのである。

そのことの必然的帰結といえようが，本書に

おける資本結合ないし結合資本は，個人資本こ

そが「純粋な資本のすがた」であるという通説

的主張を「正しくない」と否定することで根拠

づけられている。それは，個人資本ならざる資

本，「個人資本家に対立する概念」（８０頁）とい

う否定形で語られるべき匿名の“何か”である。

資本という全体集合の内，個人資本という部分

集合の埒外にはみ出している部分，つまり個人

資本の補集合が切り取られて，これに「結合資

本」という名称ないし仮称が与えられているわ

けである。

以上を踏まえてみると，資本規定の「開口部」

にかんする著者の説明には，やや納得の行かな

い点が残る。本書では「開口部」について，微

妙に言い回しの異なる何通りもの定義が見られ

る。その一つは，すでに本稿冒頭でも見たよう

に，資本主義経済のなかで Xなるものが成立

するための必要条件だけは理論的に限定できる

が，その Xの成立の仕方までを理論的に特定

することはできない論理構造になっている領域

のことが「開口部」であるという定義である。

この「X」という項目に「資本」という具体例

を代入してみると，資本主義経済のなかで資本

が成立するための必要条件だけは理論的に限定

できるが，資本の「成立の仕方」までを理論的

に特定できないという意味になる。なるほどこ

れは，個人資本と結合資本との何れが資本の支

配的な姿態となるのかは原理論では確定できず，

それが資本規定の「開口部」であるという著者

の説明とも整合する。

しかし資本規定の「開口部」は，本当にこう

した支配的姿態の問題だけに尽きるのか，どう

か。つまり，個人資本と結合資本という二つの

「すがた」の成立までは本当に過不足なく理論

化されていて，未決のままに残されているのは，

それら二つの「すがた」の具体的な成立の仕方，

二つの「すがた」の何れが支配的になるかとい

う問題だけであるのか，どうか。このように畳

み掛ければ，筆者としてどうやら答えは否定的

な方向に傾かざるをえない。支配的姿態の問題

以前に，資本結合ないし結合資本の成立条件自

体も，本書の流通論のなかで不問に付されてい

るという点でいえば，資本規定の「開口部」な

のである。

これと同型の論理構造となっている箇所の一

つが，「１．３．３ 商品貨幣」のなかで説かれてい

る商品貨幣の二重構造論である。物品貨幣は商

品貨幣の一つの姿であっても，その唯一絶対の

姿であるわけではない。商品価値が債権（商品

債権）のかたちで独立した信用貨幣も，商品貨

幣のもう一つの態様とみなしてよい，という主

張である。

この主張も一聴した限りでは，信用論に遙か

に先行する流通論の次元において，信用貨幣を

「説く」ことを企図したもののように印象づけ

られよう。しかも信用論へ進むと，その印象は

さらに強まる。信用論とは，本書でいえば第�
篇第２章「市場機構」のほぼ半分を占める，「２．２

商業信用」と「２．３ 銀行信用」とに当たる

理論領域のことである。しかし，筆者の読み落

としがないものとすれば，これら二節のなかに

信用貨幣という用語は一度も登場しない。むろ

ん，約束手形や銀行券，預金通貨といった信用

論の基礎用語は登場するものの，それらが信用

貨幣という範疇で括られ，独立した考察対象と

して取り上げられるまでには至っていないので

ある。

したがって本書の信用論は，商業手形の形式

やその貨幣化，銀行手形と銀行券との差異（一

覧払い形式への移行要件）など，従来の信用論

研究における論点の幾つかを，おそらく意図的

に割愛したものとなっている１０）。信用論は貨幣

＝信用制度論と呼ばれることもあるが，本書の

信用論の特徴は，貨幣論（貨幣制度論）的な分

析視角を大幅に取り除いたところにあるといえ

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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るかもしれない。あるいは逆に，信用論的な視

角を大幅に採り入れたところに，本書の流通論

における貨幣論の特徴があるといった方が適切

であろうか。何れにせよ，流通論のなかで与え

られていた「商品価値が債権のかたちで自立化

した貨幣」（４７頁）という規定は，本書におけ

る最初の，かつ正式には最後の，信用貨幣にか

んする定義となっている。信用貨幣は，もしも

本書において「説かれて」いるとすれば，最初

にして最後の登場場面である流通論において

「説かれて」いるものと解するのが自然なので

ある。

しかしそれならば，本書の流通論に登場する

「信用貨幣」とは何か。著者によれば，流通論

の次元で信用貨幣を規定しようとすると，「抽

象的な説明」が避けられない。ひとまず確認で

きるのは，商品価値が使用価値から自立した形

態をとるものが商品貨幣であるという点と，物

品貨幣のみが商品貨幣であるわけではないとい

う点，そして「物品貨幣ではない商品貨幣を『信

用貨幣』とよぶ」という点との三つであるとい

う（４７頁）。ここで著者自身が括弧付きで定義

している「信用貨幣」とは，やはり「物品貨幣

ではない商品貨幣」という否定形で語られるべ

き匿名の“何か”である。商品貨幣という全体

集合の内，物品貨幣という部分集合の埒外には

み出している部分，つまり物品貨幣の補集合が

切り取られて，これに「信用貨幣」という名称

ないし仮称が与えられているわけである１１）。

したがってまた，商品貨幣の「開口部」にか

んする著者の説明にも，資本規定の「開口部」

にかんするそれと同様に，やや納得の行かない

点が残る。著者自身が商品貨幣の「開口部」と

名指しているのは，物品貨幣と信用貨幣との何

れが支配的な商品貨幣の姿態となるかという問

題である。しかし商品貨幣の「開口部」は，本

当にこうした支配的姿態の問題だけに尽きるの

か，どうか。その問題以前に，信用貨幣の成立

条件自体も，本書の流通論のなかで不問に付さ

れているという意味では，商品貨幣の「開口部」

というべきものではないか。

以上のような本書の「信用貨幣」論は，著者

自身がそう明言しているわけではないが，貨幣

の紙券化をめぐる山口の議論を念頭に置いたも

のと見てまず間違いない。山口の議論は，貨幣

の紙券化をもしも原理論で説くとすれば，国家

によって強制通用力を賦与された国家紙幣とし

てではなく，金との自由な兌換が保証されてい

る信用貨幣として説く以外にないというもので

あった（山口［１９８４］２２２―２２６頁）。ここまでは，

国家紙幣を含めたフィアット・マネーはたんな

る表券貨幣であって，商品貨幣の一種である信

用貨幣とは厳密に区別されなければならないと

いう著者の主張とも合致する。にもかかわらず，

その次の推論部分へと移行するや，両者の議論

は俄に分岐を始め，最終的にはむしろ正反対と

なる。すなわち，著者が信用貨幣も商品貨幣の

一種である以上，その「抽象的な説明」であれ

ば流通論でも与えうると推論するのにたいし，

山口の場合は，金との自由な兌換が保証されて

いる信用貨幣とは「産業資本の資金の融通関係

を基礎にして展開される銀行券」（山口［１９８４］

２２４頁）のことであり，それを規定するための

条件は信用論のなかではじめて整えられると推

論する。結局，本書の「信用貨幣」論とは逆に，

流通論の次元では貨幣の紙券化は説けないとい

う結論に至るわけである。

因みに，資本結合ないし結合資本にかんして

も，両者の間にはこれと同一のパターンの論理

的な離接が認められる。周知のように山口は，

原理論（純粋資本主義論）のなかで資本市場を

説くことの重要性を強く主張した論者の一人で

あり，かつそのための方法を具体的に示してみ

せたおそらく最初の論者である。従来の株式資

本論の内容は，原理的に規定することの可能な

ものと困難なものとに仕分けされ，後者を山口

のいわゆる「ブラック・ボックス」に仕舞い込

むかたちで，資本結合論ないし資本市場論とい
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う新たな鋳型に流し込まれることになった１２）。

資本市場は，産業資本の遊休資金の動員＝運用

要請に応えるための機構，商業機構と信用機構

とに続く三つ目の機構となる。資本結合論ない

し資本市場論は，商業資本論と信用論とに続く

市場機構論の三つ目の理論領域として整序化さ

れたわけである。ここでもやはり，著者が流通

論のなかで「結合資本」を説くに際して，以上

のような山口の議論を全く念頭に置かなかった

とは考えにくい。

しかし山口は，以上のような議論の一方で，

資本結合にたいする要請自体は，「信用機構の

限界の有無とは独立に」，つまり産業資本の遊

休資金の動員＝運用要請とは直接的には無関係

に，もともと産業資本の活動に内在的であると

も述べている（山口［１９８４］１４１頁，山口［１９８５］

２３７頁）。そしてこの叙述と符合するかのように，

山口の『経済原論講義』では，流通論における

資本形式論のなかに「貨幣融通資本の形式」が

置かれており，貨幣融通の一つの方式として，

「資本そのものを拠出して他の資本と結合させ

る出資方式」が説かれている（山口［１９８５］７０

―７２頁）。さらに別の著書には，市況予測や商品

選択，他資本との駆け引きといった「資本家的

活動そのもの」は，必ずしも資本家個人によっ

て負担されるとは限らず，「資本家の側での分

業ないしパートナーシップ」をつうじて負担さ

れる場合があるという記述も見られる（山口

［１９８３］７９―８０頁）。要するに，個人資本だけが

「純粋な資本のすがた」ではないという点まで

は，著者と山口との間にさほど大きな見解の齟

齬は生じていないのである。

にもかかわらず山口の場合，資本結合ないし

資本市場についての立ち入った分析は，やはり

基本的には市場機構論の課題とみなされていよ

う。その背景には，資本結合の成立条件は本来

かなりタイトであり，それを多少なりとも緩め

るには幾つかの追加的な条件が必要になるとい

う認識がある。

すなわち資本結合には，出資者間での意志統

一をめぐって固有の困難があり，少なくとも「完

全な等位的結合ということはありえない」（山

口［１９８５］７１頁）１３）。結合資本における出資者

の資本家機能は，多少なりとも制約されたもの

とならざるをえず，しかもその制約の程度にも，

出資者間での不平等が生じる。したがって資本

結合の成否の鍵を握るのは，いつでも他者に出

資を肩代わりさせることができるような機構，

出資持分の流動化（証券化）機構である。

しかし山口は，この機構は原則として，産業

資本の遊休資金の動員＝運用要請を内部に引き

込むかたちでしか成立しえないものと見ている。

流動化機構は，「資本機能に積極的な関心がな

く，収益性に主要な関心があるというような資

本」（山口［１９８５］２３９頁）の参加を必須とする

が，そうした資本を純粋資本主義の内部に探す

とすれば，産業資本の遊休貨幣資本の一部（遊

休期間の比較的長期にわたる部分）を措いて他

にはないという論理である。したがって，産業

資本の遊休貨幣資本の発生根拠を十分明らかに

することのできない流通論の次元では，資本結

合はかなり例外的な関係として規定されるだけ

に止まらざるをえない。出資方式は，「きわめ

て特殊な条件が整った場合にだけ部分的に形成

される方式」（山口［１９８５］７２頁）でしかない

という結論になる。山口の結論は，信用貨幣の

場合のように本書と正反対の結論とはいえない

までも，やはり本書の資本規定からは大きく隔

たったものとなるわけである。

以上のように見てくると，山口と筆者との間

には，見た目ほどの対立点があるわけではない

が，しかしまた，見た目ほどの共通点があるわ

けでもないと解するべきではないか。見た目の

対立点の方は直ぐに気づく。流通論の次元でも

信用貨幣を説けるのかどうか，あるいは結合資

本を説けるのかどうかと設問した上で，その結

論部分だけを取り上げれば，著者の場合には何

れも「可」となるところが山口の場合には何れ

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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も「否」となるというように，両者の主張はま

さに同じ土俵の上で真っ向から対立しているよ

うに見える。しかし両者の真の対立点は，むし

ろ表面上は共通点と見えるような箇所，たとえ

ば議論の出発点における概念規定の段階で発生

していよう。

両者の間では，そもそも「信用貨幣」や「結

合資本」という概念の内容自体が食い違ってい

る。著者の場合，これらは何れも括弧付きの「信

用貨幣」や「結合資本」であり，物品貨幣や個

人資本の否定形として語られる以外にないもの

であった。しかし山口の場合，これらは何れも

括弧の付かない信用貨幣や結合資本であり，そ

れ自体として肯定形で語られるべきもの，十分

な成立条件の論証を待ってはじめて措定される

べきものなのである。こうした概念規定の違い

を考慮に入れない限り，おそらく両者の議論は，

根本のところですれ違いを余儀なくされるよう

に思われる。著者が説きうるものと主張してい

る「信用貨幣」や「結合資本」は，山口にして

みれば信用貨幣でも結合資本でもないという反

駁が予想されるのである。

加えてここには，概念規定の違いとはまた別

の問題，両者の採用している方法論の違いも絡

んでくる。商品貨幣や資本の定義を措定した上

で，それらが内部に抱えている二律背反から二

つの姿態の分岐が生じるというのが，著者の基

本的な論法である。それらは何れも，商品貨幣

や資本という「概念」によって要請される分岐

であり，いわば「分岐しなければならない」あ

るいは「分岐せざるをえない」という論理必然

的な分岐であろう。著者の議論は，たとえば「自

己増殖という概念」がまず存在し，それが適切

な「表現型」を要請するものの，完全な表現型

は見つからず，個人資本と結合資本という二つ

の「不完全な表現型」だけが並立する，という

パターンを取るのである（３０４頁）。物品貨幣と

信用貨幣も，やはり商品貨幣という概念の要請

する二つの「表現型（すがた）」といえる。二

つの「表現型」といっても，信用貨幣や結合資

本はそれ自体として輪郭の明確な「表現型＝正

立像」を結ぶわけではない。むしろ，物品貨幣

や個人資本を商品貨幣や資本の陽画とすれば，

それらの陰画，いわば「表現型＝倒立像」でし

かない。しかし，分岐の論理的な必然性を担う

ものとしてみた場合，何れの「表現型」も等分

の重みをもつのであって，その一方のみを「純

粋なすがた」として差別化することはできない

というわけである。

しかし，「分岐しなければならない」という

論理的要請がどれだけ働いたところで，それだ

けでは信用貨幣や結合資本が発生するための必

要条件でしかないというのが，おそらく山口の

提唱する「行動論的アプローチ」の考え方であ

ろう。信用貨幣や結合資本が発生するための十

分条件をなすのは「いかにして分岐するか」の

論証であるが，それは商品経済的な合理性を行

動原則とする流通主体を想定した上で，その個

別的な行動のからみ合いとそれが商品流通に及

ぼす作用とを観察・追跡するかたちで論証する

しかない。そして，仮にそれだけで十分論証で

きない場合には，信用貨幣や結合資本の発生は

説けないという主張になるわけである。

もっとも著者は，この「行動論的アプローチ」

自体を斥けているわけではない。本書の価値形

態論も，山口の場合と同様，商品所有者の交換

要求行動を「追体験」（３６頁）するスタイルで

構成されている。しかも著者は，第�篇の冒頭
部分において，「自分が個別主体の観点にたっ

て，まわりがどう見えるか，どう行動するか，

実地に考えてみること」がこの篇を読み解く上

でのポイントであると指摘している（１９頁）。

私的な利得だけを追求する個別主体が，第�篇
を含めた本書全体の「強力な推論エンジン」を

なすという言葉もある（２０頁）。むしろ著者は，

この「推論エンジン」の出力をさらに上げて，

著者自身の言葉によれば「ゴリゴリの客観主義」

（１９頁）に徹することに意を用いているように
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も見える。すると，流通論の次元における信用

貨幣や結合資本の発生根拠を「行動論的アプロ

ーチ」に立って論証することは，別段著者にお

いても不要視されているわけではなく，ただ今

後の課題として残されているだけなのかもしれ

ない。

しかし，どうやらここにも，共通点と見紛う

対立点が潜んでいそうな気配がある。たとえば

著者は，本書の価値形態論が商品所有者の交換

要求行動を「追体験」するスタイルで構成され

ていることを断った直後に，この「追体験」と

いう言葉を「あまり真にうけないでほしい」と

釘を刺している（３６頁）。また，個別主体の観

点に立つことが重要であると述べた直後に，「商

品所有者の立場にたつことさえできれば，そこ

から『商品経済の論理だけで』自動的に理論が

展開できるかのように過信してはならない」と

も戒めている（２０頁）。全面的に個別主体の観

点に立って推論しようとしても「そう簡単にゆ

かないところ」が出てくるが，それが簡単にゆ

かない「理由」こそ，「真に見極めたい課題」

なのだという（２０頁）。信用貨幣や結合資本は，

まさに「そう簡単にゆかないところ」に該当す

るものと解釈できよう。

とすれば，流通論の次元におけるそれらの発

生根拠は，最初から著者にとっての「真に見極

めたい課題」では必ずしもないのかもしれない。

従来，「行動論的アプローチ」によって物品貨

幣や個人資本が演繹的に導き出されるかのよう

に考えられてきたが，実はそう簡単には片付か

ない「理由」がある。すなわち，商品貨幣や資

本がどうしても二つの姿態に「分岐しなければ

ならない」という論理的要請がある。それを見

極めることさえできれば，著者としては必要に

して十分な課題はすでに終了しているという考

えなのかもしれない。

以上，メモ書きとしては随分長々しい記述と

なったが，筆者として今回考え進むことができ

たのはこの辺りまでである。ただこの辺りまで

来ると，少なくとも問題の核心が，結合資本や

信用貨幣といった個々の事象を超える論理的次

元にあることだけは明確になってきたといえよ

う。

ここから先の議論は，筆者としては未開拓で

ある方法論の領域に属する。そこでは，原理論

において何かを「説く」ということの意味，そ

の説き方自体が問題とならざるをえない。発生

根拠を積極的に論証できないような事柄，「X

は Aである」といった肯定文の命題を立てる

ことの難しい事柄にかんして，これを原理論か

ら極力捨象することが「説く」ことなのか。そ

れとも，そうした事柄を捨象せず，「Aだけが

Xではない」とか「Xは非 Aでもありうる」と

いった否定文の命題を立てて対象化することも，

立派に一つの説き方たりうるのか。あるいは，

原理論という建物の築年数を将来にわたって更

新しようとするとき，果たして肯定文の命題の

みを積み上げて，それ以外を徹底的に取り除く

という正攻法だけが有効であるのか。それとも，

否定文の命題をも取り込めるような「開口部」

を設けることこそ，一見すると建物の堅牢性を

損ないかねない余分な措置のように見えて，か

えって必要不可欠な補強工事となるのか。おそ

らく方法論を方法論としてではなく，原理論の

中心的な課題として，いわば原理論そのものの

原理論として考究することが求められるのであ

る。

（６）市場機構論の組み立てをめぐって

従来，競争論ないし市場機構論では，諸市場

機構（商品市場，貨幣市場，資本市場）を原理

論のなかでどのような順序で配列するかという

体系的な組み立ての問題が，かなり重要な意味

をもつものと考えられてきたといってよい。こ

の問題にかんする一つの有力な考え方は，市場

機構全体を産業資本間の競争の補助機構，ある

いは利潤率均等化の媒介機構と見て，その機構

の機能比較（積極的か消極的か，直接的か間接
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的か）を行って市場機構の配列を決めるという

ものであった。その場合，最も比較劣位にある

市場機構，たとえば商品市場（商業機構）の機

能上の限界が，それを克服するための別の市場

機構，たとえば貨幣市場（信用機構）の発生を

必然化するという具合にして，三つの市場機構

はいわば直列的な前後関係に置かれることにな

る。こうした考え方を，いま仮に「限界→克服」

説と呼ぶことにする。

本来，「限界→克服」説の利点は，三つの市

場機構をばらばらに考察するのではなく，それ

らの間の関連に焦点を当てて，三つの市場機構

の分化＝発生による市場機構全体の立体的な構

造変化を明らかにすることにあった。しかしこ

の説には，一定の限界も潜んでいたように思わ

れる。

すなわち，この説で示される市場機構間の関

連は，「限界→克服」といういわば単一同型の

因果関係のなかに収まりうるものに限定されが

ちとなる。しかもその因果関係も，それぞれの

市場機構を利用する産業資本の側から付せられ

たものであって，それらを組織している商業資

本や銀行資本，証券業資本の側から付せられた

ものとはいえない。たとえば，商業機構と信用

機構との関連も，産業資本にとって商業機構の

競争補助機能のどの点に限界があり，信用機構

を利用することでその限界を産業資本がどのよ

うに克服し，さらなる利潤率の均等化を実現し

うるかというように，産業資本をいわば実質的

な主語に据えて論じられる。信用機構に先行し

て商業機構が存在していること，またその商業

機構の内部にも段階分化が生じていることによ

って，たとえば銀行資本（銀行業資本）の分化

＝発生の経路にどのような影響が現れるか，銀

行間組織の構成にどのような影響が現れるか，

銀行債務の流通圏の広がり方にどのような影響

が現れるかといった問題には，光が当たりにく

くなるのである１４）。

本書の場合，この「限界→克服」説はかなり

大幅に後退しているのではなかろうか。そのこ

とが最も克明に現れるのは，「２．１ 商業資本」

から「２．２ 商業信用」への移行局面において

である。

「限界→克服」説に立脚する場合，この局面

では，たとえば「商業資本の資本家社会的意義

とその限界」といった総括が与えられることが

通例である。しかし本書では，その種の総括は

与えられない。商業資本論の後半部分において

著者が力点を置いているのは，「利潤率の均等

化」といっても，むしろ商業資本の利潤率にた

いして産業資本の内部で形成される一般的利潤

率がどのような規制を及ぼすかという問題であ

り，産業資本的純利潤率変動と商業資本的純利

潤率変動とのパターンの対比である。そして商

業信用論は，すでに第�篇のなかで説かれてい
た「商品流通の基本構造の変形」をベースとし

て，そこに「固定資本の存在」（２２０頁）という

条件を追加するというかたちで開始されており，

商業資本論からの流れはいったん断ち切られて

いる。商業信用の発生根拠をなす受信動機や与

信動機の考察にしても，「商品流通の基本構造

の変形」をめぐる議論の「復習」（２２２頁）とさ

れているのである。

しかしその一方で，本書には，「限界→克服」

説が強く保持されているように読める箇所もあ

る。たとえば「２．３ 銀行信用」では，商業信

用が結果的に一般的利潤率の規制力を強化し，

産業資本による社会的再生産の編成を促進する

ものだったとすれば，「銀行信用はこの能力を

一段パワーアップすることになる」（２３４頁）と

いう整理がなされている。さらに，次章の景気

循環論においても，一般的利潤率が形成される

のは産業資本の内部であって，商業機構や信用

機構は「あくまで，その規制力の補足機構にす

ぎない」（２６３頁）ことがはっきりと断られてい

る。

以上を踏まえると，著者において三つの市場

機構の関係は，基本的には直列的というよりは
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並列的なものと考えられているように推測され

る。その上で，たとえば商業機構と信用機構と

は並列的な関係にあるが，信用機構の内部にお

ける商業信用と銀行信用との関係はそうではな

く，両者の間には前者から後者への「パワーア

ップ」の関係が成立するというように，一種の

理論上の塗り分けが施されているのではないか。

それはつまり，商業信用が存在せずに銀行信用

だけが存在するという事態は原理論として想定

しえないが，商業機構が存在せずに，あるいは

その存在に先行して，信用機構だけが存在する

という事態は想定しうるということなのかもし

れない１５）。こうした市場機構論全体の構造につ

いて，いっそう立ち入った説明が欲しいところ

である。

著者は，たとえば債券市場や株式市場の発生

には外的条件を追加すべき「開口部」が残され

ているというように，市場機構全体の構成につ

いては明確に多型性を認めている。しかしそれ

だけでなく，三つの市場機構の配列が「限界→

克服」説のように一義化できないという点にも，

市場機構の「開口部」が潜んでいるということ

になるか。

別の箇所であるが，著者はたとえば商品→貨

幣→資本といった流通論の展開のように，展開

順序が変更できない「方向づけられた諸関係の

束」を導出するものを「分化＝発生論」と呼び，

これに「変形論」を対置している（２９７頁）。市

場機構論は，従来「分化＝発生論」の範疇に属

するものと考えられてきたといってよいが，著

者によればむしろ「変形」論の範疇に属すると

いうことになるか。

（７）市場機構論と二重起源論をめぐっ
て

直接的には本書の範囲を超えるが，近年の著

者の主張の一つに，たとえば小幡［２００８］のな

かで示された資本主義経済の起源の二重性があ

る。著者によれば，グローバリゼーションを受

けた段階論の再検討は，資本主義の起源につい

ての従来の理解にも再考を迫る。宇野の理解は，

産業革命（自由主義段階）を起源とするものに

強く傾いているが，グローバリゼーションへと

射程を延ばすには，商業革命（重商主義段階）

を起源とするもう一つの見方を用意する必要が

あるという。

以上の問題意識は，本書においても基底をな

していよう。「３．２ 資本の多態化」における「姿

態変換外接型」は，その例証である。「姿態変

換外接型」の例解とされるのは三角貿易である

が，三角貿易に代表される商品経済の展開は，

前資本主義的なものではなく，それ自体歴とし

た「一つの資本主義のあり方」であり，「重商

主義的資本主義」であると主張されている（３０７

頁）。そこから翻ってみると，従来の資本理解

や資本形式論が，あまりにも産業資本形式の成

立に重点を置きすぎ，その成立をもって資本主

義成立の指標と考えるという弊害に陥ってきた

という指摘も，随所で見られる（３０９頁）。著者

の二重起源説は，さらに市場自体に「固有の論

理で独自の機構的発展を遂げ，商業機構や信用

機構，さらには資本市場までも生み出す傾向」

が具わっているのであり，「商品経済そのもの

がもつ固有の組織性，商業，金融の機構的発展

の独自性」を原理論においても再考する必要が

あるという主張へと結びついている（小幡

［２００８］７９―８０頁）。

しかしこうした主張は，本書における著者の

市場機構論ではかなり後退しているように思わ

れる。それは，商業機構や信用機構は「あくま

で，その（産業資本の内部で形成される一般的

利潤率の；引用者）規制力の補足機構にすぎな

い」という先にも引いた記述を始めとして，全

体としてはむしろ産業資本をベースとした伝統

的な市場機構論の枠組みのなかに収まっている

印象を受ける。「序論」のなかでも，第�篇で
説かれるのは「市場システム」であり，これが

第�篇における「資本主義的市場」へと「変容」
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を遂げるのだという三篇構成の見取り図が与え

られているが（１８頁），この場合の「資本主義

的」は，やはり「産業資本主義的」の意味に解

さざるをえないものであろう。

もっとも，たとえば商業資本についていえば，

著者の商業資本論はいわば二重であるようにも

読めなくはない。その一つは，むろん第�篇に
おいて「資本主義的市場」として説かれる商業

機構である。しかし第�篇においても，「２．４
商品売買の変形」の一環として「売って買う方

式」が，また「３．２ 資本の多態化」の一環と

して「流通費用節約型」が説かれている。これ

らの箇所において，他の商品所有者や資本から

ディスカウントを掛けて商品を買い取り，流通

費用の節減をつうじて独自に価値増殖を図る，

事実上の商業資本に近い流通行動がすでに展開

されていることについては，すでに詳しく検討

したとおりである。本書においても，こうした

商業資本論の二重性の内に，資本主義の起源の

二重性が反映されていると読めなくはないので

ある。

とはいえ，この第�篇の次元における商業資
本論でも，論じられているのは個別的な売買行

動や価値増殖行動のタイプの問題，いわば個別

的な「変形」や「多態化」の問題であって，機

構的な「変形」や「多態化」の問題では必ずし

もない。「商品経済そのものがもつ固有の組織

性，商業，金融の機構的発展の独自性」が，正

面から論じられているとはいいがたいのである。

３．方法論をめぐる論点

（８）「変容」の重層性をめぐって

ここまでは全て，原理論の個別の論点にかん

する検討であった。すでに述べたように，本書

において検討すべき原理論の論点はまだまだ無

数に残されているが，それらについては，今後

の筆者自身の原理論研究の進捗を待って，主題

を変えながら一つ一つ当たってゆくより他ない

であろう。本稿の標題の所以である。そこで以

下では，筆者にとっては未開拓の研究領域に属

するとはいえ，本書の方法論に関係しそうな論

点を幾つか提示することにしたい。

やはり最大の眼目をなすのは，本書のなかで

採用され，全面的に展開されている「変容論的

アプローチ」であろう。原理論の個別の論点を

めぐっても，著者の議論には，このアプローチ

の独自性に由来するものと思われる特徴が色濃

く現れていた。「変容論的アプローチ」をめぐ

っては，その根底にある著者の歴史認識や宇野

解釈の妥当性などをめぐり，早くも複数の論者

の間で攻守入り乱れての論戦が始まっている

（山口［２０１０］，横川［２０１０］，田中［２０１０］）。

しかし，この論戦にいきなり参入する前に，本

書において「変容」という概念がどのような意

味で用いられているのか，いわば方法論の一歩

手前にある著者の用語法を確認しておくことも，

決して無駄なことではないであろう。

著者の「変容」概念は，かなり幅の広い意味

をもつもののように読める１６）。通常「変容」と

いって真っ先に思い浮かぶのは，自由主義段階

から帝国主義段階へといった資本主義経済の発

展段階の移行であろう。本書のなかでも，部分

的な変化とは異なる資本主義システムの「変容」

として最初に取り上げられるのは，この発展段

階の移行である（２頁）。

しかしおそらくこれは，「変容」の一つの事

例でしかないと思われる。（７）の論点をめぐっ

ても確認済みであるが，第�篇で説かれる「市
場システム」と第�篇で説かれる「資本主義的
市場」との間にも，「機構の変容」が読み取ら

れている（１８頁）。また景気循環論も，「運動の

変容」を考察する理論場とされている（１８頁）。

また本書の紹介でも見たように，たとえば労働

組織や賃金制度などが具体的にさまざまな姿を

取って成立すること，多型化ないし多態化する

ことも，「変容」の一種であろう。
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しかし本書では，「変容」の類語ではあるが，

それとは概念上区別されている用語も多くある。

たとえば，「売って買うW─G─W’」という正

則からそれ以外の信用売買や貨幣貸借が分岐し

て現れることは，市場の基本構造の「変形（変

位）」と呼ばれている。この場合，複数のパタ

ーンが同時並立しうるものが「変形」であるの

にたいし，理論上成立可能なパターンは複数あ

りうるが，外的条件を追加して実際に成立する

のは一つのパターンだけになるのが「変容」で

ある，という違いがありそうである。また別稿

であるが，法則（経済法則）に則った現象の変

化ではなく，法則を支える基礎条件そのものの

変化を「変容」とする定義を与えている箇所も

ある（小幡［２００９］３４―３５頁）。

もう一つの重要な区別は，「変容の動力」と

「変容の内容（あるいはプロセス）」との間に与

えられている。かなり以前の別稿でも，「変容

というのはあくまでも原理論の世界の内部での

抽象的な変容であり，歴史上の複雑な現実の変

化とは，はっきり区別されるべきものである」

（小幡［２００１］６０頁）と明言されている。「変容

の具体的内容は多様かもしれないが，変容を生

み出す動力の方は単純化して捉えることができ

るかもしれない」（小幡［１９９９］３９頁）という

言葉もある。さしあたり「変容」概念のコアは，

「現実の（具体的な）変化」とは区別された「抽

象的な変容」にあり，この「抽象的な変容」の

コアは，「変容の内容」とは区別された「変容

の動力」にあると考えてよいであろう。これは，

本書で多用されている別の用語でいえば，多型

化ないし多様化を惹起する「基本因子」に当た

る。

以上を受けて，やや図式的にはなるが，筆者

なりに「変容」概念の中味と思われるものを整

理してみよう。

まず第一層に，資本主義経済が自分自身で「変

わる」というように，自動詞となる「変容」と，

資本主義経済を外から「変える」というように，

他動詞となる「変容」との分岐がある。「変わ

る力」と「変える力」との区別である（１０頁）。

本書の「変容」概念は，おそらく自動詞の「変

容」の方だけに絞られているといってよいであ

ろう。「開口部」を設定するところまでが「変

わる」であり，そこに外的条件を追加すること

は「変える」であるとすれば，原理論の直接の

課題となるのは，やはり「変わる力」の考察の

方であろう。著者の「変容」概念は，「変容＝

自己変容」という意味になっているものと推察

されるわけである。

難しくなってくるのは，第二層以降の分岐で

ある。すなわちそこには，時間的な契機をもっ

た「変容＝移行」と，空間的な契機をもった「変

容＝多様」との分岐がありそうに読める。「変

容」という動詞である以上，時間的契機を含ま

ないことはありえないとすれば，「変容＝多様」

というのも「変容＝多様化」と置き換えた方が

よいのかもしれない。しかしそれでもこの「多

様化」は，発展段階の「移行」という意味には

読めないであろう。むしろ「移行」以前に，自

由主義段階なり帝国主義段階なりの状態が「多

様化」するという意味になる１７）。

さらに第三層として，原理論内部での論理的

演繹をどこまで推し進めても条件（すがた）を

一つに絞り込めないような箇所で生じる「変容」

と，むしろ論理的演繹を推し進めるにしたがっ

て生じる「変容」との分岐がありそうにも読め

る。後者の「変容」は，「上向」の意味に近い

のかもしれない。もっともこれは，「市場シス

テム」から「資本主義的市場」への「機構の変

容」が，上向法によって資本主義の原理像がよ

り具体的な細部に至るまで彫琢の度合いを加え

てゆくことと同義であり，したがってまた第�
篇ではいったん捨象されていた諸市場機構が，

第�篇において論理的に復元されることと同義
であるとすれば，である１８）。

しかしこの「変容≒上向」は，むしろ読みよ

うによっては，「変容」とは概念上区別されて
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173



いた「変形（変位）」の意味にも取れる。三つ

の市場機構が全て成立しているパターン，何れ

か二つないし一つだけが成立しているパターン，

何れも成立しておらず本源的な「市場システム」

内部の機構化で止まるパターンなど，複数の異

なる状態が論理的に成立可能であり，それを一

つに絞り込むような外的条件がありえないか，

そもそも「機構の変容」のなかに何らかの外的

条件を追加する「開口部」も生じないとすれば，

である。一つの資本主義の原理像のなかで，そ

の複数のパターンが同時並立しうるとすれば，

これは「変容＝多様（多様化）」の事例となる

のかもしれない。以上は，（６）の論点とも重な

る問題になる。

結局，筆者にはまだ「変容」概念の中味がう

まく呑み込めない，ということになるであろう

か。しかし著者の「変容」が，第三層まである

かどうかは別として重層的な構造をもつ概念で

あること，また「変容＝自己変容」をコアとし

て意味の広がりのある概念であること，しかし

たんに多義的というよりも，類語からの区別を

可能とする何らかの意味上の境界線をもつこと

──この辺りまでは，あながち筆者の消化不良

ゆえの誤読ではないように思う。「変容」概念

のバリエーションについて，特に「変容＝多様」

と「機構の変容」の位置づけについては，さら

なる理論的展開の余地が残されているのではな

いか。

（９）「変容」と「イデオロギー」をめぐ
って

以下の二つの論点は，角度を変えて（８）の

論点をくり返すことになるかもしれないが，一

応別建てで考えてみることにする。

ごく形式論理的に考えれば，それぞれの「開

口部」に入る外的条件の組み合わせにより，資

本主義経済には無限のパターンの「変容」が生

じることになりそうである。しかし著者は，私

的所有の境界線の確定（２５頁）や，純正産物の

分配方法の決定（１５３頁），本源的自然力の私的

所有の根拠づけ（２０２頁）など，幾つかの外的

条件の選択にたいして「イデオロギー（社会的

な価値観・通念）」の及ぼす規制力に言及して

いる１９）。

おそらくこの場合，外的条件ごとにそれぞれ

異なる「イデオロギー」が形成ないし動員され，

開口部の数だけ「イデオロギー」もあるという

ことには必ずしもならないであろう。たとえば，

欲望は本来プライベートなものであるという認

識自体は「商品経済が生みだすイデオロギー」

とされるが（３１２頁），この「イデオロギー」と，

協業をつうじて集団力を発揮するためには，「リ

バタリアン的価値観を排除するイデオロギー」

の注入が必須である（３１９頁）という場合の「イ

デオロギー」とは，必ずしも別個のものとは考

えられない。近代的個人主義という同じ根をも

つもののように思われる２０）。

ここから敷衍すれば，たとえばネオリベラリ

ズム（新自由主義）といった特定の「イデオロ

ギー」は，私的所有の境界線を引き直したり賃

金制度の型を変えたりする際にも，目に見えな

い選択基準として作用し，それなりに限定され

た組み合わせの外的条件を束ねて，＜知的財産

権の認定・成果主義賃金の導入＞というように

ワンセットで「開口部」に埋め込むものと考え

られるのかもしれない。いいかえれば「イデオ

ロギー」は，一口に外的条件といっても，諸他

の外的条件にたいしてメタ・レベルに立つやや

特殊な外的条件と考えられるのかもしれない。

そもそも，広範な社会現象や人間行動の背後に

認められるものこそ，社会的な「通念」なので

ある。

ただ，資本主義経済と「イデオロギー」との

関係性には，もう一段複雑な問題が絡んでいそ

うである。すなわち，「イデオロギー」それ自

体は商品経済的な論理を超える外的条件である

としても，「商品経済が生みだすイデオロギー」

とあるように，むしろ商品経済的な論理を培養
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器として排出されてくるような資本主義経済に

特有の「イデオロギー」もある。商品や貨幣を

めぐる物神崇拝は，その好個の一例といえよう

か。この種の「イデオロギー」の規制力は，諸

他の「イデオロギー」一般のそれよりも強力と

なりそうである。むしろ，特定の外的条件をき

わめて自明なものと見せ，「開口部」の他の閉

じ方を想起させにくくすることで，「開口部」

の存在そのものを隠蔽するに等しい効果を発揮

するかもしれない。たとえば，知的財産権がひ

とたび社会的に広く認定されるや，これを廃棄

することはもはや反動的で，世界標準に反する

とすら映ろう。

以上のように考えると，「変容」にも，あえ

て大別すれば二つほどの態様が考えられるので

はないか。一つは，システムのさまざまな部分

で同時多発的な変化が生じているものの，個々

の変化のベクトルはばらついていて，システム

全体としてはその変化のベクトルを特定しえな

い，したがって厳密な意味では変化そのものが

確認できないという態様である。これは，多様

性論としての「変容」論に対応する。これにた

いしてもう一つは，たとえば「グローバリゼー

ション」（あるいは一般に，「～化」）といった

ラベルを貼ってはっきりと識別されるように，

システム全体としてその変化のベクトルをはっ

きりと特定しうるという態様である。運動論と

しての「変容」論の本義は，むしろこちらに存

するのではないか。

おそらくその場合でも，特定されたベクトル

が具体的にいかなるものになるかを記述するこ

とは，原理論の範囲を超える作業になろう。し

かしその作業とは別に，ベクトルが特定可能で

あるか否か，個々の変化のベクトルがある程度

まで収束可能であるか否かを検討すること自体

は，必ずしも「変容論的アプローチ」による原

理論の範囲を超えない作業となるようにも思わ

れる。単刀直入に問えば，「変容」に方向性は

あるのか，どうか。

（１０）「生命システム」としての資本主
義をめぐって

本書の中で，著者はしばしば資本主義経済と

「生命システム」との類似性に言及している。

本来「生命システム」は，「死」と隣り合わせ

の関係にあろう。さらに「死」は，究極的には

「変容」の一態様であるといってよいかもしれ

ない。少なくとも，たんなる機械の故障や磨損

とは区別される「死」の問題は，メカニズムか

らシステムを分かつ有力な標識となる。

むろん著者は，マルクス以来の自動崩壊論や

社会主義への移行論をはっきりと棄却している。

しかし，たとえば恐慌の激発性は，銀行間組織

の「開口部」に追加される外的条件次第では，

好況から不況への「相転移」自体を不可能にす

るほど激甚なものになりうるという想定が成立

するかもしれない。あくまで極端な一例である

が，銀行間組織の「開口部」を埋める上で重要

な役割を果たすべき国家そのものが財政的に破

綻する場合，またその結果として，金融救済策

の発動経路である中央銀行の「最後の貸し手」

機能までが毀損される場合などである。仮にそ

うした極端な想定に立ったとき，「生命システ

ム」としての資本主義経済とその死という問題

は，著者の原理論としても射程圏内に入ってく

るのであろうか。

著者自身，「相」としての景気という規定に

おいて，身体システムの健康状態を事例に取り

上げている（２５６頁）。健康状態も，平常，病気，

そして死亡という三つの段階に分けて把握する

ことができなくはない。また著者は，景気循環

は決して一つの「純粋型」に収斂するわけでは

なく，好況と不況との間の「相転移」としてそ

の「標準形」を理論化できるものの，「開口部」

を具えた現実の景気循環はその「標準形」から

さまざまに逸脱しうるものとしている。

著者の景気循環論においては，好況→恐慌→

不況といった時系列での把握は外されている。

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑

175



またそれとともに，恐慌の周期性という規定も

後退している。従来，周期的恐慌論は，資本主

義経済がその矛盾の発現と現実的解決とをくり

返すことで「あたかも永遠にくり返すもののご

とくに」存続しうるという含意を伴っていた。

そこからさらに，「あたかもそれ自身で存在す

るもののごとくに」という資本主義経済の自立

性ないし自律性が導き出されてきたように思わ

れる。しかし，「生命システム」が外的環境に

たいして自立性をもつということは，それが未

来永劫にわたって死を繰り延べうる不死性をも

つということとは自ずから異なる。

もっとも従来，資本主義経済の自立性ないし

自律性という第一命題は，資本主義経済の歴史

性という第二命題と組み合わせられるのが一般

的であった。そしてこの第二命題には，歴史的

に始まったものには必ず終わりがある，資本主

義社会が一定の歴史的時期から始まる以上，そ

の将来の没落が当然予想されるという認識が含

まれてきた２１）。「純化・不純化」論とともに時

系列的な「生成→発展→没落」論を捨象する著

者において，「終わり（あるいは，終わりうる）」

という問題はどのように説かれるのか。歴史的

必然性論としての自動崩壊論は否定されるとし

ても，自己崩壊（カタストロフィ？）の理論的

可能性そのものは，ありうべき「変容」の一態

様として原理論にも取り込みうるのか。蛇足な

がらその点に関連して，著者の方法論から見た

進化経済学の評価についても，少し訊ねてみた

いところである。

注

１）なお本稿は，２０１０年１０月に開催された経済理論

学会第５８回大会の第６分科会「書評分科会」にお

ける筆者の報告を基にしているが，その報告の際，

すでに著者からのリプライを受けている。本稿の

特に第二，三節には，そのリプライを反映して大

幅に加筆・修正されている箇所があることを断っ

ておく。

２）本書の問題１２とその解答からすると，著者自身

はこのズレを，むしろ交換性と交換力とのズレと

して考えているように読める（３１頁，２８１頁）。す

なわち商品のなかには，市場における流通量がご

く僅かで，任意可増性がないタイプのものもあり，

このタイプの商品には交換性（価値）はあるもの

の，その交換力（価値量）を規定することに意味

はないと考えられているように読める。しかし，

このように交換力を規定しえないタイプの商品に

まで価値概念を拡張し，その資産性（価値量の保

持力）を規定することが，果たして妥当であるの

か，どうか。

３）著者自身，「商品は，交換を求める側面を陽とす

れば，資産としての側面を陰としてもつ」のであ

り，貨幣は「商品の交換性と資産性を，同時に表

現する」と述べている箇所もある（４２頁）。仮に資

産性ないし「資産としての側面」が，交換性ない

し「交換を求める側面」に帰着する（あるいは包

摂される）ものであるとすれば，ここでの陰陽二

面論ないし同時表現論は，かえって難解な説明と

なるのではないか。異なる二側面を兼ね備える何

らかの本体があり，これを表から捉える場合と裏

から捉える場合とで見える側面が異なるという場

合にこそ，これら二側面は「陰陽」の関係あると

いう説明の仕方が妥当するように思われるからで

ある。

４）付言すれば筆者は，『資本論』第一巻の冒頭にあ

る「資本主義的生産様式が支配的に行なわれてい

る社会の富は，一つの『巨大な商品の集まり』と

して現われ，一つ一つの商品は，その富の基本形

態として現われる」（K．，�，S．４９，〔１〕７１頁）と

いう一文も，そのような意味に解している。「富」

としての性質は，直接的には「一つの巨大な商品

の集まり」に帰属し，そこから迂回的にこの「集

まり」を構成する個々の商品にも分与されるとい

う理解である。なお，筆者の価値規定については，

拙稿［２００８］も参照せよ。

５）拙著［２００６］２９頁も参照せよ。

６）独立の「流通費用節減型」という用語だけから
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すれば，専門の倉庫業者や運輸業者，または両替

商を始めとする貨幣取扱業者などを想定するのが

自然であるように思われなくもない。しかしそれ

は，不確定に変動する「販売のための費用」こそ

が流通費用であり，それを節減する主体が「流通

費用節減型」であるという著者の立場からすれば

不適当な想定となるためであろうか，「保管という

用益を，独立した商品として売る」資本は，本書

においては最初から捨象されている（９３―９４頁）。

あるいは倉庫業者は，「保管という用益」を安く作

って高く売る産業資本として，むしろ「姿態変換

内接型」に分類されるのかもしれない。

しかし上に列挙した業者の他にも，「販売のため

の費用」を肩代わりしつつ，なお商品の買い取り

までは行わないような業者も存在する。たとえば，

仕入れた商品の売れ行きに応じて販売手数料を取

得し，売れ残った商品については販売元に返品す

るという契約の下で，文字通り商品の販売業務の

みを代行するような業者，いわゆる代理商や仲介

商などである。従来の商業資本論でも，論者によ

ってはこうした業者を「一種の商業資本」として

取り扱うことがあった（馬渡［１９８０］２１９―２２０頁）。

石橋［１９９２］１４６―１４９頁も参照せよ。これらの業者

を想定してよいものとすれば，その増殖方式は，

確かに「姿態変換内接型」との連繋性をもたない

純粋の「流通費用節減型」の好例となろう。ただ

この想定も，第�篇で展開される著者自身の商業

資本論とは整合しない。

７）まさにそれゆえにこそ，一見すると何の関連性

もないように思われる多数の種類の商品を手広く

商い，したがってまた，一見すると何の関連性も

ないように思われる多数の種類の市場情報を握っ

ている商業資本は，相対的に優れた需要の発見能

力を発揮しうるものと考えられてきたのではない

か。市場という本質的に不確定な世界に臨んでは，

時として脈絡や節操を欠いた「集積」が効力を発

揮するのである。

８）これに加えて，本書の冒頭部に当たる「１．１ モ

ノと商品」のなかで提示されている所有と非所有

との区別，商品と非商品との区別も，もう一つの

手掛かりとなるものかもしれない。

そこで著者は，所有と非所有との区別をめぐっ

ては，情報や知識や自然環境など，かつては独立

したモノとは考えられてこなかった対象をモノと

して処理するような「イデオロギーによる擬制作

用」が強く働いていると述べている（２６頁）。市場

の機能そのものは高い自律性をもつものの，社会

生活のどの範囲までを市場に委ねるべきかの判断

をめぐっては，制度的要因や社会的通念が強く働

くわけである。

その一方で，著者は「流通費用節減型」に関説

して，資本がたんに生産を包摂する方向にだけで

なく，「商品の売買にまつわる活動を統合する方向」

にも進むものであると述べている（３１０頁）。物的

な生産を超えて，「人間の社会的活動の総体」を取

り込むところまで「費用化」を拡張させていると

ころに，今日の資本主義の特徴もあるのだという

（３１０頁）。何れも，首肯すべき指摘であろう。

本文でもくり返し述べたように，「人間の社会的

活動」と「売買に要した労力」との境界線は，そ

れほど画然としたものではない。特に，作業場や

作業時間の分散せざるをえない流通労働の場合，

この境界線を外形的に付けることにはもともと本

質的な無理がある。その労働時間は，予定表を立

てることのさらに難しい待機時間までを含めて，

「人間の社会的活動」の時間に食い込むかたちで漠

然と延長される傾向が強い。家庭内残業の発生は

その典型例であろう。このように，本来技術的に

不確定な，したがって個別資本のレベルで不確定

な境界線を確定させるには，何らかの資本家社会

的な強制力を継続的に発動させることが必要とな

る。「人間の社会的活動」のどこまでの範囲を「売

買に要した労力」に取り込み，さらに「売買に要

した労力」のどこまでの範囲を「費用化」するか

についても，個別資本の主観には還元できない「イ

デオロギーによる擬制作用」が働くものとは考え

られないか。

９）宇野［１９６２］３００頁，宇野［１９６４］１６０頁，宇野
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編［１９６７・６８］�，３５２頁を参照せよ。

１０）詳しく見れば，約束手形と為替手形という用語

がはじめて登場するのは「２．３ 銀行信用」に入っ

てからであり（２２７―２２８頁），話題はすでに「受信

のための与信」の形式に移っている。「２．２ 商業

信用」において二者間の商業信用を論じる際には，

約束手形は登場しないのである。したがって約束

手形の説明は，「受信のための与信」は為替手形に

よらずとも「約束手形でもできる」というかたち

で，為替手形の説明の直後にかなり唐突に与えら

れている（２２８頁）。約束手形についての事前の説

明なしに，いきなり約束手形の裏書が説明される

わけである。因みに本書では，巻末の索引も含め

て，手形もしくは商業手形という用語も見当たら

ない。総じて，信用論研究者の多くが拘泥してき

た「債権・債務の形式」（２２８頁）自体は，著者に

とって本質的な問題ではないということなのであ

ろう。

本書において割愛されている信用論研究の論点

は，他にもある。銀行券と預金とは，本書におい

ては「期限の定めのない無利子タイプの債務」と

「有期の利子付きタイプの債務」として図式的に対

比され，最初から比較秤量の可能な債務形式の「両

極」として位置づけられている（２３６―２３７頁）。こ

こには，預金先行説と発券先行説との分岐は存在

しないのである。

１１）しかし，決定版というべき流通論における「信

用貨幣」がこのように仮言的な性格のものに止ま

るとすれば，そのことをもって，本書の基礎部分

に潜んでいる方法論上の無理の現れと受け止める

読者も少なくはないであろう。筆者自身は，貨幣

論のなかに信用論的な分析視角を採り入れようと

する著者の方法論については，肯定的に評価した

いと考えている。しかしまた，貨幣論のなかに信

用論的な分析視角を採り入れた分，信用論のなか

から貨幣論的な分析視角を取り除かなければなら

ないことには，必ずしもならないであろうとも考

えている。

他ならぬ著者も，流通論のなかで「信用貨幣」

を説明しようとすれば「抽象的な説明」が避けら

れず，信用貨幣についてのより立ち入った説明は，

「後の展開のなかで現象に引き寄せて」行いたいと

述べていた（４７頁）。とすれば，「後の展開」とな

るはずの信用論において，信用貨幣という用語を

用いた説明が行われていないのは，本書の方法論

上の無理とはいわないまでも，少なくとも構成上・

記述上の難点ではないか。

１２）これにたいして本書の場合，第�篇第２章「市

場機構」の最後を飾る第４節で説かれるのは，標

題にもあるように「株式資本」であって，資本結

合ないし資本市場ではない。しかもこの節は，ま

ず長期貸付とその貸付債権を流動化させる債券市

場が説明された後，出資方式とその出資持分を流

動化させる株式市場が説明され，最後に「債券市

場に株式市場が統合された取引所」（２４８頁）とし

て証券市場が説明されるという流れになっている。

すなわち内容的には，われわれが日常的に目にし

ている組織化された証券市場と比べても違和感の

ない，きわめて具象的な証券市場の全体像を描き

出すものとなっているわけである。

その結果であろうか，本書では，有限責任制や

出資持分の等額面化など，株式会社形式のもつ法

制度的な側面がかなり詳細に紹介されている（２４６

―２４７頁）。また，株式資本の要件として，従来原理

論では想定しにくいものとされてきた例外的な規

模の巨大さや，利潤率の高位安定性などが列記さ

れている（２４７頁）。そしてこれらの「外的条件」

が強調された上で，では「外的条件」に依存して

いるという理由から株式資本や証券市場を「原理

論の考察対象から除外すべき」と即断してよいか

という問題が発せられ（２４５―２４６頁），満を持して

「開口部」についての最後の説明が開陳されてゆく

のである。この問題１４８に付せられた解答は，著者

によれば「解答者の本音」（３４９頁）を述べたもの

であり，「開口部で強調してきたミソ」（３５０頁）と

のことであるが，そういえばこの解答に限って，「正

しくない」，「誤りである」といった普段の断定調

が抑えられているのも意味深である。あるいはこ
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の節の本当の見所は，本文の論述ではなく，問題

１４８とその解答にあるのかもしれない。

しかし以上のような議論の流れは，最終的には

資本市場を債券市場と一括りにして，いわば丸ご

と「外的条件に依存した特異な市場」（３４９頁）と

して描き出す結果になっていないか，どうか。む

ろん著者自身の眼目は，この「外的条件に依存し

た特異な市場」が，丸ごと原理論から捨象される

べきではないという点にある。しかし，二番目の

“丸ごと”を明確に否定しようとする余り，かえっ

て一番目の“丸ごと”を過度に強調する結果にな

っていないか，どうか。すなわち，証券市場に比

べると「外的条件」に依存する度合いの一段低い

資本市場，たとえば単一の取引所をもたない出資

持分の流動化機構や，株式資本に比べると「外的

条件」に依存する度合いの一段低い結合資本，た

とえば同族企業間での結合資本や必ずしも大規模

ではない（個人資本と同規模の）合名会社などは，

果たして理論的に想定しえないのか。また仮に想

定しえないとすれば，著者が第�篇のなかで個人

資本と並置している「結合資本」も，実際には第

�篇まで来てはじめてその全貌を現す「特異な市

場」を予料して考察する以外にないものであるの

か。このように，幾つかの気になる点も生じるの

である。

１３）さらに詳しく見れば，資本結合には出資者間で

の意志統一をめぐって固有の困難があるという点

までは，山口と著者との間で特に見解の齟齬は生

じていない。著者も，「結合資本には資本の運用に

おける意志決定の側面に，固有の困難がある」（８１

頁）ことを明確に指摘している。しかし，この共

通理解を踏まえた上で打たれる次の一手で，また

しても両者の議論は分岐する。著者の場合，結合

資本には個人資本に見られない「固有の困難」が

あることは確かであるが，しかしまた個人資本に

も，投下資本額の確定（個人財産と投下資本との

分離）の側面に結合資本には見られない「固有の

困難」があり，個人資本と結合資本とは何れも「自

己増殖という概念の不完全な表現型」（３０４頁）に

止まるのだという方向に議論は進行してゆく。そ

して，何れも「不完全」である以上，個人資本が

「説ける」という程度には結合資本も「説ける」し，

結合資本が「説けない」という程度には個人資本

も「説けない」という結論になる。個人資本と結

合資本とが抱えるそれぞれの「固有の困難」が，

流通論の次元においていかに解除されるのかとい

う問題は，実質的に括弧に入れられるわけである。

１４）拙著［２００６］４―５頁，２９７―２９８頁も参照せよ。

１５）もっとも著者は，「資本主義なら産業資本はつね

に存在し，そこから商業資本や銀行資本は分化す

る」が，株式資本はこれと同じレベルで存在する

とはいえないという対比を行っている（２４７頁）。

しかし一方で，商業資本論のなかで説明できるの

は「あくまで（商業資本の；引用者）分化の可能

性」に止まるとも限定されている（２１６頁）。

１６）「変容」概念に比べると，それと対概念をなす「開

口部」の論理構造の方は，かなり単純化されてい

るように思われる。

もっとも，「開口部」の種類自体は多く，そのタ

イプも単一ではない。著者によれば，外的条件を

組み込むことで自由競争が貫徹される方向への「変

容」が促されるタイプの「開口部」と，自由競争

を規制する方向への「変容」が促されるタイプの

「開口部」がある（３４９―３５０頁）。前者の例としては，

「人為的だが，純粋な市場」（３５０頁）である取引所

や証券市場などが，また後者の例としては，独占

的組織による競争排除や国家による経済統制など

が挙げられている。

とはいえ，篇ごとの「開口部」の概要紹介から

も確認できるように，種類の異なる「開口部」の

間でも，一つの論理構造が共有されている。すな

わちそれは，物品貨幣と信用貨幣，個人資本と結

合資本，機械制大工業とマニュファクチュア，賃

金形態と支払方式，銀行間取引の垂直的組織化に

たいする一般的要請とその個別的実現条件という

ように，何れも二つの基本軸への分岐とその交錯

（二律背反）という単純な図式で押さえることが可

能だというのである。
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すると，「開口部」自体はほぼ同一構造であるに

もかかわらず，そこから生じる「変容」の方は，

たとえ具体的な「変容の内容」を捨象してもなお

多型的であって，時に「変容＝移行」，時に「変容

＝多様」，時に「変容＝機構化」といった類型の分

岐を生じるということになるのであろうか。その

場合の「変容の動力」は，果たして同型的なのか，

多型的なのか。

１７）この点は，山口と著者との論争でも，資本主義

経済の「タテの多様性」と「ヨコの多様性」との

区別にかんする問題として争われていたように思

われる（山口［２００６］１７５―１８０頁）。

１８）かつて著者は，原理論内部での論理的演繹によ

って導き出される条件のなかにも，ある理論序次

ではいったんブラック・ボックスに入れておき，

それを後の理論序次になって取り出すという手続

きを踏む必要のあるものが幾つかあると述べ，そ

うした諸条件を入れておくものを「暫定的ブラッ

ク・ボックス」（小幡［１９９９］４７―４８頁）と呼んで

いた。この「暫定的ブラック・ボックス」が，本

書の「機構の変容」に対応するのかもしれない。

１９）著者は別の小論でも，「開口部をどう埋めるかに

は，暗黙の合意が社会的に必要となる。資本主義

はその意味でイデオロギー的な社会であり，政治

的説得が重要な意味をもつのである」と述べてい

る（小幡［２００９］４２頁）。

２０）この点に関連して想起されるのは，マルクスが

『資本論』第一巻第一篇第一章のなかで展開したア

リストテレス批判である。周知のようにマルクス

は，商品の価値形態を初めて分析した先駆者とし

てアリストテレスを紹介しつつも，彼の価値形態

論は結局のところ挫折しているが，その理由とし

て，抽象的人間労働の結晶化という価値概念を欠

いていたという点を挙げている。その一方，この

概念が確立されるためには，商品経済が十分発達

していて，抽象的人間労働としては全ての労働が

同等であるという「人間の同等性の概念」が，一

つの社会のなかですでに「民衆の先入見としての

強固さ」をもっているという歴史的条件が必要に

なるが，それはアリストテレスの段階では望むべ

くもなかったと述べている（K．，�，S．７３―７４，〔１〕

１１２―１１５頁）。

もとより著者は，抽象的人間労働や価値実体と

いう用語自体を廃棄しているのであって，その限

りではここでのマルクスの議論と無縁である。し

かしまたここでのマルクスの議論を，一種の「イ

デオロギー」論といってよいとすれば，それと著

者の「イデオロギー」論との間には，一定通底す

るもの，しかし同時に強く対立するものが認めら

れる。すなわち，現実の経済過程そのものが特定

の概念と密着した関係にあること，しかもその概

念が，たんなる経済学説を超えた「民衆の先入見」

という通俗的・無意識的な性格を有するものと考

えられている点では，著者の「イデオロギー＝社

会的通念」論とも通底する。しかしこの「民衆の

先入見」が，商品経済の発展とともにいわば自生

的・内生的に形成されてくるものと考えられてい

る点では，著者の「イデオロギー＝外的条件」論

と鋭く対立するわけである。

２１）たとえば宇野の場合，この第二命題は，純粋化

傾向が「その裏にはその発展が逆転して終末を予

想せしめる歴史的過程」（宇野［１９６９］１９頁）であ

るとか，「一定の時期に発生し，一定の時期に没落

するという歴史的過程」（宇野［１９６９］３２頁）であ

るというように説かれている。
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歴史性─』東京大学出版会．

小幡道昭［１９９９］「原理論における外的条件の処理方

法」東京大学『経済学論集』第６５巻第２号．

小幡道昭［２００１］「原理論の適用方法と展開方法」東

京大学『経済学論集』第６７巻第３号．

小幡道昭［２００８］「純粋資本主義批判─宇野弘蔵没後

３０年に寄せて─」東京大学『経済学論集』第７４巻

第１号．

小幡道昭［２００９］「ちょっと変わった経済原論─変容

論的アプローチ─」『UP』第３８巻第１１号（通巻４４５

号），東京大学出版会．

亀崎澄夫［２０１０］「書評：小幡道昭『経済原論─基礎

と演習─』」経済理論学会編『季刊・経済理論』第

４７巻第２号

清水真志［２００６］『商業資本論の射程─商業資本論の

展開と市場機構論─』ナカニシヤ出版．

清水真志［２００８］「同質性としての価値概念」経済理

論学会編『季刊・経済理論』第４５巻第３号．

田中英明［２０１０］「書評：櫻井毅・山口重克・柴垣和

夫・伊藤誠編著『宇野理論の現在と論点─マルク

ス経済学の展開─』第�部「方法論の展開」」，「宇

野理論を現代にどう活かすか」Newsletter No．１５

（第２期第２号）（http : //www.unotheory.org）．

馬渡尚憲［１９８０］「競争と利潤」櫻井毅・山口重克・

侘美光彦・伊藤誠編『経済学�』有斐閣．

山口重克［１９８３］『競争と商業資本』岩波書店．

山口重克［１９８４］『金融機構の理論』東京大学出版会．

山口重克［２００６］『類型論の諸問題』御茶の水書房．

山口重克［２０１０］「小幡道昭の宇野理論批判」櫻井毅・

山口重克・柴垣和夫・伊藤誠編著『宇野理論の現

在と論点─マルクス経済学の展開─』社会評論社．

横川信治［２０１０］「制度派マルクス経済学の歴史的ア

プローチ」櫻井毅・山口重克・柴垣和夫・伊藤誠

編著『宇野理論の現在と論点─マルクス経済学の

展開─』社会評論社．

「変容論的アプローチ」をめぐる最初の質疑
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